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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被加工物に機能部を加工するためにレーザビームをディザリングするための方法であっ
て、
　第１の位置決めシステムを用いて加工軌道に沿ってレーザビーム・スポット位置の第１
の相対移動を付与することと、
　第２の位置決めシステムを用いて前記加工軌道に対するディザ方向に沿って前記レーザ
ビーム・スポット位置の第２の相対移動を付与することと、
　前記第２の位置決めシステムを用いて前記被加工物上の１つ又は複数の対応する対象場
所における特定の機能部特徴に基づいてレーザビームを振幅変調することと、
　前記被加工物におけるレーザビーム・スポットをディザ方向に広げるために、前記第２
の相対移動の間に前記被加工物にレーザビームを放射することと、を含み、
　前記第２の相対移動は前記第１の相対移動上に重ね合わされ、且つ前記第２の相対移動
は前記第１の相対移動の速度よりも高い速度である、方法。
【請求項２】
　１つ又は複数の音響光学偏向器を制御し、前記ディザ方向に沿って前記レーザビーム・
スポット位置の前記第２の相対移動を付与し、及び前記レーザビームを振幅変調すること
をさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　１つ又は複数の電気光学偏向器を制御し、前記ディザ方向に沿って前記レーザビーム・
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スポット位置の前記第２の相対移動を付与することと、
　音響光学変調器を制御し、前記レーザビームを振幅変調することと、
をさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記レーザビームの２つ又はそれ以上のレーザパルスを少なくとも部分的に重なり合わ
せるように前記第２の位置決めシステムを制御し、前記ディザ方向に沿った機能部の選択
された形状に基づいて前記被加工物から選択された量の対象材料を除去することをさらに
含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記特定の機能部特徴が、前記ディザ方向の第１の機能部の選択的形状を備え、前記振
幅変調が、前記レーザビームによって前記被加工物に提供されるフルエンス・プロファイ
ルを変化させ、前記ディザ方向の前記第１の機能部を選択的に形成する、請求項１に記載
の方法。
【請求項６】
　前記ディザ方向の前記第１の機能部を選択的に形成することが、前記第１の機能部の側
壁を傾けることを含み、前記方法が、
　前記第１の機能部と第２の機能部との交差部に対応する交差領域における所望の深さに
基づいて前記第１の機能部の前記側壁の傾き量を選択することと、
　前記第２の機能部を前記被加工物に前記レーザビームで加工することと、をさらに含み
、
　前記第２の機能部が前記交差領域において前記第１の機能部の前記傾けられた側壁と交
差する、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記第１の機能部の傾けられた側壁が前記第２の機能部の前記傾いている部分と組み合
わされるときに生成された前記交差領域の前記所望の深さに基づいて、前記交差領域に対
応する前記第２の機能部の一部を傾けるように、前記第２の位置決めシステムを制御する
ことをさらに含む、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記第２の位置決めシステムを用いて前記レーザビーム・スポット位置の前記第２の相
対移動を付与することは、
　前記レーザビームを前記被加工物に放射することが前記加工軌道に沿った一回の通過で
前記平行な部分を加工することをさらに含むように、前記レーザビーム・スポット位置を
第１の機能部及び第２の機能部の平行な部分の間で前後に動かすことをさらに含む、請求
項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記平行な部分の間の有効ビーム加工速度を調整し、結果としてそれぞれの前記平行な
部分に対応する異なる経路長をもたらす前記加工軌道に沿った回転を考慮に入れることと
、
　前記調節された有効ビーム加工速度に基づいて、前記第２の位置決めシステムを用いて
前記レーザビームの前記パワーを変調し、前記平行な部分の各々に対する所望の加工線量
を維持することと、
をさらに含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第１の機能部と前記第２の機能部が、互いに対し平行ではない発散する部分をさら
に含み、遷移領域が、前記平行な部分から前記発散する部分までの変化を画定し、前記方
法が、
　前記遷移領域において、前記加工方向に沿って前記第２の機能部の前記平行な部分を選
択的に形成することと、
　前記加工軌道に沿って前記第１の機能部の加工を続けながら、前記遷移領域において前
記第２の機能部の加工を終えることと、
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　前記第１の機能部の前記発散する部分を加工した後で、前記遷移領域において前記第２
の機能部の選択的に形成された前記平行な部分と交差するように、発散する加工軌道に沿
って前記第２の機能部の前記発散する部分を加工することと、をさらに含み、
　前記第２の機能部の前記発散する部分が、前記第２の機能部の前記平行な部分と前記発
散する部分との交差部が前記加工領域における前記第２の機能部の所望の深さに対応する
ように、前記遷移領域において前記発散する加工軌道の方向に選択的に形成される、請求
項８に記載の方法。
【請求項１１】
　前記特定の機能部特徴が、前記加工軌道の方向の第１の機能部の選択的形状を備え、前
記方法が、
　前記第２の位置決めシステムを用いてフルエンス・プロファイルを変化させ、前記加工
軌道の方向の前記第１の機能部の傾けられた部分を生成することと、
　前記第２の機能部を前記被加工物にそれぞれの一連のレーザパルスで加工することと、
をさらに含み、
　前記加工軌道の方向の前記第１の機能部の前記傾けられた部分の傾き量は、前記第１の
機能部と前記第２の機能部との交差部に対応する交差領域内の所望の深さに基づくもので
あり、
　前記第２の機能部が、前記交差領域において前記第１の機能部の前記傾けられた部分と
交差する、請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記加工軌道の方向の前記第１の機能部の部分を傾けることが、
　前記第１の機能部が前記第１の機能部と第２の機能部との交差部に対応する交差領域に
入る際に前記第１の機能部を第１の深さから第２の深さに傾けることと、
　前記第１の機能部が前記交差領域を出る際に前記第１の機能部を前記第２の深さから前
記第１の深さに戻るように傾けることと、
　前記第２の機能部を、前記交差部に入った後で前記第１の深さから前記第２の深さに傾
き、且つ前記交差領域を出た後で前記第２の深さから前記第１の深さに傾くように形成す
るように、前記第２の機能部をそれぞれの一連のレーザパルスで加工することと、を含み
、
　前記第２の深さは前記第１の深さの約半分である、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　第１の機能部のフルエンスを第２の機能部の交差する部分のフルエンスと組み合わせる
ためのレーザパルスのスポット場所及びパワー振幅を画定するスポット振幅のラスタパタ
ーンを生成することと、
　前記スポット振幅のラスタパターンに従って複数のレーザパルスを前記被加工物に適用
することと、
をさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　前記スポット振幅のラスタパターンを生成することが、
　交差領域に対応する候補ラスタ・グリッドを設定することと、
　前記ラスタ・グリッドにおける各スポットに対して、ラスタ・フィールドにわたるフル
エンス・プロファイルを計算してそれぞれの影響関数を生成することと、
　前記影響関数を影響関数行列に組み合わせることと、
　前記影響関数行列の擬似逆行列を計算することと、
　前記影響関数行列の前記擬似逆行列を用いて前記それぞれの格子点における前記スポッ
ト振幅を計算することと、
を含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記第１の位置決めシステムにおける位置決め誤差を感知することと、
　前記位置決め誤差をフィルタリングし、所望の周波数範囲にわたる位相及び利得応答を
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整合し且つノイズを除去することと、
　前記フィルタされた位置決めシステムを前記第２の位置決めシステムに適用して前記位
置決め誤差を補正することと、
をさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１６】
　前記第２の位置決めシステムが音響光学デバイス（ＡＯＤ）を備え、前記方法が、
　前記第２の位置決めシステムによって提供された前記ディザ方向の所望の偏向範囲に基
づく前記ＡＯＤの回折効率に基づいて前記レーザビームの最大パワーを選択すること、
をさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１７】
　前記第１の位置決めシステムの一定の速度を維持しながら、選択された機能部が幅を変
えるように加工される際に前記第２の位置決めシステムを用いて前記被加工物に対する前
記レーザビーム・スポット位置の速度を変化させ、これにより異なる幅を有する選択され
た機能部の異なる部分に異なる線量を提供すること、
をさらに含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１８】
　前記レーザビームの強度プロファイルを形成することをさらに含む、請求項１に記載の
方法。
【請求項１９】
　前記レーザビームを前記被加工物の表面に対する角度で傾斜させることをさらに含む、
請求項１に記載の方法。
【請求項２０】
　被加工物をマイクロマシニングするためのレーザ加工システムであって、
　前記被加工物の表面に機能部を加工するためのレーザビームを生成するレーザ光源と、
　前記被加工物の表面に関する加工軌道に沿ってレーザビーム・スポット位置の第１の相
対移動を付与するための第１のポジショナと、
　前記加工軌道と垂直な方向に沿って前記レーザビーム・スポットを広げるための音響光
学偏向器（ＡＯＤ）サブシステムを備える第２のポジショナと、
を備えるシステム。
【請求項２１】
　前記第１のポジショナが、ガルバノミラーサブシステムと高速ステアリングミラー（Ｆ
ＳＭ）サブシステムとからなる群から選択される、請求項２０に記載のシステム。
【請求項２２】
　前記ＡＯＤサブシステムが、
　第１の無線周波数（ＲＦ）信号によって駆動される第１のＡＯＤと、
　第２のＲＦ信号によって駆動される第２のＡＯＤと、
を備え、前記第１のＡＯＤと前記第２のＡＯＤが、チャーピングを用い、前記第１のＲＦ
信号及び前記第２のＲＦ信号に周波数ランプを適用して前記レーザビームをデフォーカス
することによって、前記レーザビーム・スポットを効果的に広げる、請求項２０に記載の
システム。
【請求項２３】
　前記ＡＯＤサブシステムが、ディザリングを用い、前記垂直方向に沿って前記レーザビ
ーム・スポット位置の第２の相対移動を付与することによって、前記レーザビーム・スポ
ットの幅を広げ、
　前記第２の相対移動が前記第１の相対移動上に重ね合わされ、前記第２の相対移動が前
記第１の相対移動の速度よりも高い速度である、請求項２０に記載のシステム。
【請求項２４】
　前記ＡＯＤサブシステムが、前記レーザビームの強度プロファイルを前記加工軌道と垂
直な方向に沿った偏向位置の関数としてさらに変化させ、これにより前記機能部を前記加
工軌道と垂直な方向に選択的に形成する、請求項２０に記載のシステム。
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【請求項２５】
　前記ＡＯＤサブシステムが前記加工軌道と垂直な方向に沿った前記レーザビーム・スポ
ット位置に基づいて前記レーザビームの平均フルエンスを調整し、前記機能部を前記加工
軌道と垂直な方向に選択的に形成する、請求項２４に記載のシステム。
【請求項２６】
　前記ＡＯＤサブシステムが、前記加工軌道に沿った偏向位置に基づいて前記レーザビー
ムの前記パワー振幅の前記平均フルエンスをさらに調整し、前記機能部を前記加工軌道に
沿って選択的に形成する、請求項２５に記載のシステム。
【請求項２７】
　前記ＡＯＤサブシステムが、
　前記加工軌道と前記加工軌道と垂直な方向との少なくとも一方に前記レーザビームを偏
向するための電気光学偏向器と、
　前記レーザビームの前記パワー振幅を変調するための音響光学変調器と、
を備える、請求項２４に記載のシステム。
【請求項２８】
　ガルバノミラーの位置決め誤差信号を生成するためのセンサと、
　前記位置決め誤差信号をフィルタリングするためのフィルタであって、前記フィルタが
、高周波数のセンサノイズをフィルタリングしながら、選択された周波数範囲にわたるビ
ーム位置への位置決め誤差の間の伝達関数の位相と利得との両方と整合する、フィルタと
をさらに含み、
　前記ＡＯＤサブシステムが、前記フィルタされた誤差信号に基づいて前記レーザビーム
を偏向させる、請求項２０に記載のシステム。
【請求項２９】
　コマンドされたビーム位置信号を受信するための低域通過フィルタであって、前記低域
通過フィルタは、ガルバノミラーの帯域幅を超える前記コマンドされたビーム位置信号の
部分を除去し、前記低域通過フィルタは、前記ガルバノミラーによって提供された偏向を
制御するためのコマンド信号を出力する、低域通過フィルタと、
　前記低域通過フィルタによって前記コマンド信号に導入された遅延量に基づいて前記コ
マンドされたビーム位置信号を遅延するための遅延素子と、
　前記遅延素子の前記出力から前記低域通過フィルタによる前記ｇａｌｖｏコマンド信号
の出力を減算し、前記ＡＯＤサブシステムによって提供された偏向を制御するためのＡＯ
Ｄコマンド信号を生成するための素子と、
をさらに含む、請求項２０に記載のシステム。
【請求項３０】
　選択された形状に従って、前記レーザビームの強度プロファイルを形成するための形成
素子と、
　前記ＡＯＤサブシステムから前記レーザビームを受け、且つ前記ＡＯＤサブシステムに
よって前記レーザビームに提供される偏向角とは関係なく前記形成素子の開口部上に前記
レーザビームを集中させるように位置決めされた、リレーレンズと、
をさらに含む、請求項２０に記載のシステム。
【請求項３１】
　前記形成素子が回折光学素子を備える、請求項３０に記載のシステム。
【請求項３２】
　前記レーザビーム・スポット位置に前記レーザビームをフォーカスするためのスキャン
レンズと、
　前記被加工物の表面に対して前記レーザビームを傾斜させるように、前記スキャンレン
ズに関して選択された場所で前記ＡＯＤサブシステムから前記レーザビームを受けるよう
に位置決めされたリレーレンズと、
をさらに含む、請求項２０に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本開示は、誘電体又は他の材料のレーザ加工に関する。
【背景技術】
【０００２】
　誘電体及び導電性材料のレーザ加工は、一般的に、電子部品における微細な機能部をア
ブレートするのに用いられる。例えば、チップ・パッケージング基板は、半導体ダイから
ボール－グリッド・アレイ又は同様のパッケージに信号をルーティングするためにレーザ
加工される場合がある。レーザ加工された機能部は、信号トレース、接地トレース、及び
マイクロバイア（パッケージ層の間で信号トレースを接続するために）を含む場合がある
。最近の設計傾向は、チップパッケージにおける層の数を減らしながら信号インピーダン
スを厳しく制御するために、信号トレースと接地トレースを単一の層上に組み込む。こう
した手法は、小さい機能部寸法及び間隔（例えば、約１０ミクロン（μｍ）～約２５μｍ
）と、パッケージあたりの長いトレース長さ（例えば、約５メートル（ｍ）～約１０ｍ）
とを要求する場合がある。チップパッケージを経済的に構築するために、こうした機能部
がアブレートされる速度は、かなり高い（例えば、約１メートル／秒（ｍ／ｓ）から約１
０ｍ／ｓまで）場合がある。或るパッケージは、顧客のスループットの目標を達成するた
めに、例えば約０．５秒（ｓ）～約５ｓ以内で処理される場合がある。
【０００３】
　チップ・パッケージングの別の有用な特徴は、制御された深さ変動を伴う交差するトレ
ースを提供することである場合がある。例えば、接地トレースは、パターンの全体にわた
って幾つかの点で分岐する場合がある。各分岐交差部において、トレースは、約＋／－１
０％未満の所望の深さ変動を伴ってアブレートされる場合がある。普通は、２つのトレン
チが一点でアブレートされることになった場合、アブレートするビームの二重露光が約１
００％の深さ変動を生じることになる。
【０００４】
　チップ・パッケージングの別の有用な特徴は、インピーダンスの制御又は層間接続バイ
アのためのパッドの提供のために、パッケージの異なる部分における可変のトレース幅を
提供することである場合がある。トレース幅の制御は、主トレースの高速加工に対して、
減少された又は最小限の乱れ（ｄｉｓｒｕｐｔｉｏｎ）を伴って提供されるべきである。
【０００５】
　機能部の特徴を変えるために、減少された又は最小限の時間を用いて、高速で、任意の
サイズ及び形状の機能部を加工することもまた有用な場合がある。例えば、機能部は、種
々の直径及び／又は側壁テーパをもつマイクロバイア、四角形又は長方形のパッド、位置
合わせ基準、及び／又はアルファニューメリック表記を含んでもよい。伝統的に、マイク
ロバイアのような機能部を加工するために、光学系は、可変直径の形成された強度プロフ
ァイル（例えば、フラット－トップ・ビーム）、又は純粋にガウスビームを提供するよう
に設計されている。これらの光学系は、レーザ加工スポット特徴を変えるときに顕著な時
間遅延（例えば、約１０ミリ秒（ｍｓ）～約１０秒）を有する場合がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　他の問題は、上記に示した加工パラメータを達成するようにマシンを構築することと関
連付けられる。例えば、トレースは、ルーティング要件のためにパッケージの全体にわた
って方向を変える可能性がある。トレースを高速で加工するときに、軌道角の変動が、非
常に短い時間スケールで高いビーム位置加速を要求する場合がある。レーザ加工は、例え
ば、高いスループットのために用いられる高い速度（例えば、約１ｍ／ｓ～約１０ｍ／ｓ
）で走るときに、ビームポジショナの動的限界を容易に超えることがある。
【０００７】
こうした加速度及び／又は速度は、このタイプの加工のために用いられる時間スケール（
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例えば、約１マイクロ秒（μｓ）～約１００μｓのオーダーの）では応答することができ
ない静的（又はゆっくり変化する）ビーム調節光学系と共に、ガルバノミラー（ｍｉｒｒ
ｏｒ ｇａｌｖａｎｏｍｅｔｅｒ ｂｅａｍ ｄｅｆｌｅｃｔｏｒ）（本明細書では「ｇａ
ｌｖｏ」又は「ｇａｌｖｏミラー」と呼ぶ）と組み合わせて直線ステージのようなビーム
位置決め技術に頼った従来のレーザ加工機で達成するのが難しい場合がある。
【０００８】
　実際のアブレーション・プロセスはまた、考慮すべき因子となる場合もある。溶融、ク
ラッキング、及び基板損傷のような熱による副作用を最小にしながら誘電体材料をアブレ
ートするために、高いピークパワーをもつレーザパルスが用いられる場合がある。例えば
、約５メガヘルツ（ＭＨｚ）～約１００ＭＨｚの繰返し率で、約２０ピコ秒（ｐｓ）と約
５０ｐｓとの間の範囲内のパルス幅をもつ超高速レーザは、パルス間隔の影響を回避する
ために顕著なパルスオーバーラップを提供しながら材料を高いピークパワーで加工するこ
とができる。ファイバレーザは、現在は一般的に、約５００キロヘルツ（ｋＨｚ）よりも
高い繰返し率でナノ秒領域内のパルス幅を提供する。通常は、所与のプロセス条件（アブ
レーション深さ及び幅）に対して、加工される材料に適用される「線量」（パワー／速度
）は、一定であるべきである。しかしながら、低速では、適用されたパワーが、ピークパ
ルスパワーが熱的効果（例えば、溶融及び炭化）を誘起することなく材料をアブレートす
るのに不十分な場合があるほど低くなる場合がある。
【０００９】
　アブレーション効率を低下させることがある別の加工の影響は、加工ビームとアブレー
トされる材料のプルームとの相互作用である場合がある。プルームは、フォーカスされた
ビームを乱すのに十分なだけビームを歪め又は偏向し、或いはその偏向のために精度の問
題を引き起こす可能性がある。
【００１０】
　ビームポジショナ設計は、ｇａｌｖｏを用いて加工ビームを偏向させてもよい。被加工
物における加工ビームの強度プロファイルは、ガウス（ガウスビームの単純なフォーカス
に対して）であってもよく、又は固定された光ビームシェーパによって調節されたビーム
に対しシェイピングされた強度プロファイル（例えば、フラット－トップ・プロファイル
）であってもよい。
【００１１】
　高速偏向を提供するために音響光学偏向器（ａｃｏｕｓｔｏ－ｏｐｔｉｃ　ｄｅｆｌｅ
ｃｔｏｒ）（ＡＯＤ）がｇａｌｖｏと組み合わされているシステムは、例えば、米国特許
第５，８３７，９６２号及び第７，１３３，１８７号で説明されている。しかしながら、
これらの参照特許は、進歩したビームポジショナ設計において所望の性能を得ることを説
明するものではない。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
一実施形態において、被加工物をマイクロマシニングするためのレーザ加工システムは、
被加工物の表面に機能部を加工するための一連のレーザパルスを生成するレーザ光源と、
被加工物の表面に関して加工軌道に沿ってレーザビーム・スポット位置の第１の相対移動
を付与するガルバノミラー（ｇａｌｖｏ）サブシステムと、加工軌道と垂直な方向に沿っ
てレーザビーム・スポットを効果的に広げる音響光学偏向器（ＡＯＤ）サブシステムとを
含む。ＡＯＤサブシステムは、ＡＯＤと電気光学偏向器との組合せを含んでもよい。
【００１３】
　一実施形態において、一連のレーザパルスで被加工物に機能部を加工するための方法が
提供される。方法は、第１の位置決めシステムを用いて、加工軌道に沿ってレーザビーム
・スポット位置の第１の相対移動を付与することを含む。方法はまた、第２の位置決めシ
ステムを用いて、加工軌道に対するディザ方向に沿ってレーザビーム・スポット位置の第
２の相対移動を付与することも含む。第２の相対移動は第１の相対移動上に重ね合わされ
、第２の相対移動は、第１の相対移動の速度よりも実質的に高い速度である。方法は、第
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２の相対移動の間に第１の複数のレーザパルスを放射して被加工物におけるレーザビーム
・スポットをディザ方向に効果的に広げること、及び、ディザ方向に沿った偏向位置の関
数として第１の複数のレーザパルスの強度プロファイルを変化させて第１の機能部をディ
ザ方向に選択的にシェイピングすることをさらに含む。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】或る実施形態に係る、用いられてもよいＡＯＤの作動を例示するブロック図であ
る。
【図２】或る実施形態に係る、用いられてもよい種々のＲＦ周波数におけるＡＯＤ回折効
率曲線対ＲＦパワーをグラフで表した図である。
【図３】一実施形態に係る所望の減衰を選択するのに用いられる例示的なＡＯＤパワー線
形化曲線をグラフで表した図である。
【図４】或る実施形態に係る回折効率と偏向範囲との間のトレードオフを選択するために
用いられてもよいＡＯＤ回折効率対ＲＦ周波数をグラフで表した図である。
【図５】一実施形態に係るレーザビームをディザリングするためのＡＯＤサブシステム及
びｇａｌｖｏサブシステムを含むシステムのブロック図である。
【図５Ａ】一実施形態に係るビームシェイピングのためのシステムのブロック図である。
【図５Ｂ】一実施形態に係る傾斜した加工ビームを提供するシステムのブロック図である
。
【図６】一実施形態に係るラスタ点のグリッドにわたるスポット振幅の組を判定するため
に最小２乗最適化ルーチンを用いる方法のフローチャートである。
【図７Ａ】一実施形態に係る所望のフルエンス・プロファイルをグラフで表した図である
。
【図７Ｂ】一実施形態に係る図７Ａの所望のフルエンス・プロファイルに対応する最適化
されたラスタ振幅をグラフで表した図である。
【図８】一実施形態に係る例示的なＡＯＤ　ｇａｌｖｏ誤差補正フィルタと関連付けられ
た曲線をグラフで表した図である。
【図９】一実施形態に係るｇａｌｖｏサブシステムにおける補助センサを含むレーザ加工
システムのブロック図である。
【図１０】或る実施形態に係るレーザ直接アブレーションのために加工された例示的なト
レンチ・パターンの略図である。
【図１１】一実施形態に係るＡＯＤとｇａｌｖｏとの協調と関連付けられた曲線をグラフ
で表した図である。
【図１２】一実施形態に係るＡＯＤ速度補償と関連付けられた曲線をグラフで表した図で
ある。
【図１３】一実施形態に係る並列加工及び領域接合を概略的に示す図である。
【図１４】一実施形態に係る第３のプロファイリング・サブシステムを概略的に例示する
図である。
【図１５Ａ】一実施形態に係る図１４に示された第３のプロファイリング・サブシステム
によって作成されかつ／又は用いられる信号を例示する図である。
【図１５Ｂ】一実施形態に係る図１４に示された第３のプロファイリング・サブシステム
によって作成されかつ／又は用いられる信号を例示する図である。
【図１５Ｃ】一実施形態に係る図１４に示された第３のプロファイリング・サブシステム
によって作成されかつ／又は用いられる信号を例示する図である。
【図１５Ｄ】一実施形態に係る図１４に示された第３のプロファイリング・サブシステム
によって作成されかつ／又は用いられる信号を例示する図である。
【図１５Ｅ】一実施形態に係る図１４に示された第３のプロファイリング・サブシステム
によって作成されかつ／又は用いられる信号を例示する図である。
【図１６Ａ】或る実施形態に係る例示的なＡＯＤコマンドシーケンスを例示する図である
。
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【図１６Ｂ】或る実施形態に係る例示的なＡＯＤコマンドシーケンスを例示する図である
。
【図１６Ｃ】或る実施形態に係る例示的なＡＯＤコマンドシーケンスを例示する図である
。
【図１７Ａ】或る実施形態に係る速度変調の例をグラフで例示する図である。
【図１７Ｂ】或る実施形態に係る速度変調の例をグラフで例示する図である。
【図１８】一実施形態に係る位置コマンド信号に関する位置決め誤差と、結果として得ら
れたＡＯＤ位置プロファイルをグラフで例示する図である。
【図１９】一実施形態に係るラスタ照明のためにＡＯＤサブシステムを用いるレンズを通
した視認のためのシステムのブロック図である。
【図２０】例示的な実施形態に係るＡＯＤ回折効率曲線をグラフで表した図である。
【図２１】例示的な実施形態に係る付加的なＡＯＤ線形化曲線をグラフで表した図である
。
【図２２】一実施形態に係るＡＯＤ制御データフローを表すブロック図である。
【図２３】一実施形態に係る交差における突き合わされるトレンチ手法をグラフで表した
図である。
【図２４】一実施形態に係る図２３に示された突き合わされたトレンチ及び公称トレンチ
の断面プロファイルをグラフで表した図である。
【図２５】一実施形態に係るガウスビームとの最適な交差部をグラフで表した図である。
【図２６】一実施形態に係る図２５に示されたガウスビームとの最適な交差部の断面プロ
ファイルをグラフで表した図である。
【図２７】一実施形態に係る交差前のディザリングされたトレンチをグラフで表した図で
ある。
【図２８】一実施形態に係る図２７に示されたディザを備えた公称トレンチ及び突き合わ
されたトレンチの断面プロファイルをグラフで表した図である。
【図２９】一実施形態に係るディザリングされたビームとの最適な交差部をグラフで表し
た図である。
【図３０】一実施形態に係る図２９に対応するディザリングされたビーム（最適な＋感度
）との交差部断面をグラフで表した図である。
【図３１】一実施形態に係る改善された位置許容誤差（交差前）のための広い遷移縁部を
グラフで表した図である。
【図３２】一実施形態に係る図３１に示された広い遷移トレンチ（交差前）を備えた公称
トレンチ及び突き合わされたトレンチの断面プロファイルをグラフで表した図である。
【図３３】一実施形態に係る広い遷移縁部との最適な交差部をグラフで表した図である。
【図３４】一実施形態に係る図３３に対応する広い遷移部（最適な＋感度）を備えた交差
部断面をグラフで表した図である。
【図３５】一実施形態に係るノッチを備えた十字交差トレンチをグラフで表した図である
。
【図３６】一実施形態に係る図３５に示されたノッチ付きトレンチの断面プロファイルを
グラフで表した図である。
【図３７】一実施形態に係る最適な十字交差をグラフで表した図である。
【図３８】一実施形態に係る図３７に対応する広い遷移部（最適な＋感度）を備えた交差
部断面をグラフで表した図である。
【図３９】一実施形態に係る十字トレンチを備えるように加工された「Ｔ」字交差部をグ
ラフで表した図である。
【図４０】一実施形態に係る交差部における線量及び形状の制御の動的挙動をグラフで表
した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本明細書で開示された実施形態は、経済的且つ実行可能な融通性のある高速ビーム位置
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決め及び調節を提供する。本開示は、直線位置決めステージ及び／又はｇａｌｖｏと組み
合わせてＡＯＤを使用することについて説明する。
【００１６】
　本明細書で開示される例示的な実施形態はＡＯＤに関するが、電気光学偏向器（ｅｌｅ
ｃｔｒｏ－ｏｐｔｉｃ　ｄｅｆｌｅｃｔｏｒ）（ＥＯＤ）を用いてもよい。或る実施形態
において、例えば、ＥＯＤは、幾つか又はすべてのＡＯＤポインティング（偏向）機能に
対する適切な置換えである。ＥＯＤ（たわみ角に対して設定されるとき）は、一般的には
パワーを変調しない。したがって、或る実施形態において、１つ又は複数のＡＯＤがパワ
ー変調のために用いられ、１つ又は複数のＥＯＤがポインティングのために用いられる。
変調を行う音響光学デバイスは、本明細書では音響光学変調器（ＡＯＭ）と呼ばれる場合
がある。高速ステアリングミラー（ｆａｓｔ－ｓｔｅｅｒｉｎｇ　ｍｉｒｒｏｒ）（ＦＳ
Ｍ）のような他の機械式ビームステアリング技術を、機能性を損うことなくｇａｌｖｏビ
ーム位置決めサブシステムと置き換えることができる。
【００１７】
　以下で詳細に説明される或る実施形態に係るレーザ加工システムは、ＡＯＤとｇａｌｖ
ｏ位置決めとの両方を提供する。ＡＯＤとｇａｌｖｏビーム位置決めとを含むシステムは
、パワー線形化曲線を所望の作動条件に合わせることによって、ＡＯＤからのより広い偏
向範囲対高い回折効率をトレードオフする能力を提供してもよい。
【００１８】
　或る実施形態は、被加工物のカスタマイズされた加工のための選択された強度プロファ
イルを作成するために、ＡＯＤ偏向コマンドを迅速に更新することによって加工ビームを
ディザリングすることを提供する。ディザリングは、加工ビームの有効な寸法（例えば、
その幅又は断面形状）を変えるために、又はバイア形成のような用途のためのカスタマイ
ズされたスポット強度プロファイル（任意の形状のシルクハット強度プロファイル）を生
み出すために用いることができる。ディザリングは、例えば、交差の部分の露出過度に起
因する望ましくない深さ変動を回避しながら被加工物上に交差するアブレートされた機能
部を生み出すために用いられてもよい。本明細書で開示された交差部加工機能は、連続加
工（止まることなく、主要機能部を加工しながらビーム強度プロファイルを形成する）、
又はそうでなければ進行中に加工するのが不可能であるか又は難しい場合がある、任意に
シェイピング（形成）された交差部を生み出す能力を提供するラスタ手法を用いるカスタ
ム加工のいずれかを可能にする。
【００１９】
　ＡＯＤとｇａｌｖｏ位置決めとを備えたシステムはまた、所望の交差部を適正に形成す
るためにラスタパターン（加工ビーム点の場所及び強度）を最適化することも提供しても
よい。或る実施形態はまた、望ましくないノイズを同時にフィルタリングしながら、選択
された周波数範囲にわたるビーム位置に対するｇａｌｖｏ誤差からの位相及び利得応答を
整合するためにｇａｌｖｏ誤差信号を適正にフィルタリングすることによってｇａｌｖｏ
位置決め誤差を補正することを提供する。ディザリングへの代替的手法において、或る実
施形態は、ＡＯＤ音波波形を「チャーピング」してパルス－パルス・ベースでビームを脱
フォーカスすることによって加工ビームスポットサイズを変えることを提供する。
【００２０】
　加えて、又は他の実施形態において、個別のプロファイリング・コマンドを通じて又は
主ビーム軌道コマンドのフィルタリングを通じてのいずれかで、ＡＯＤが高帯域軌道成分
に対して加工ビームを偏向することを可能にし、且つｇａｌｖｏが低帯域成分に対してビ
ームを偏向することを可能にするために、ｇａｌｖｏビームポジショナの作動が、ＡＯＤ
位置決めの作動と協調される。高速ビーム軌道は、最高速度でより大きい局所的な機能部
を加工できるようにするｇａｌｖｏ速度を変えない一方で、ＡＯＤが小さい局所的な領域
におけるビーム速度を減少させることを可能にすることによって、使用可能にされてもよ
い。同様に、機能部加工の間に一定の線量を維持するための加工ビームパワーの変調は（
ビーム速度から独立して）、ｇａｌｖｏが或る区域において最高速度で走ること、及び軌
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道のより良好な追跡のために他の区域でより低い速度に迅速に減速することを可能にする
。
【００２１】
　或る実施形態において、複数の被加工物機能部が、ビームポジショナ速度を低下させ且
つ並列加工を通してより高いスループットを可能にするために、並列的に加工されてもよ
い（機能部の間でディザリングするためにＡＯＤを用いる）。ＡＯＤによって提供される
交差部加工機能は、並列に加工された被加工物機能部の部分を並列に加工されない隣接し
ている区域に接合するために用いられてもよい。
【００２２】
　ＡＯＤはまた、選択された被加工物機能部の速度ベクトルに沿ってビーム位置をディザ
リングするためにＡＯＤを用いることによって、光学縦列において付加的なコスト又は複
雑さがほとんど無しでビームジッタを安定化させ、且つ／又は被加工物の加工の間のプル
ーム形成の望ましくない影響を回避するために用いられてもよい。ＡＯＤはまた、（追加
コスト又は複雑さがほとんど無しで）加工ビームを被加工物機能部と非常に高い精度で位
置合わせする能力を提供する、被加工物のレンズを通した視認及び被加工物に対する位置
合わせのためのフィールド照射と参照加工ビームスポットを同時に提供するためにも、ま
た、加工ビームのための焦点調整を最適化するためにも用いられてもよい。ＡＯＤはまた
、加工ビームのデューティサイクルを熱影響域の影響が最小限になるように合わせる能力
を提供してもよい。
【００２３】
　同様の参照番号が同様の構成要素を指す図面への参照をここで行う。明確にするために
、参照番号の最初の桁は、対応する素子が最初に用いられる図番を示す。以下の説明では
、多くの特定の詳細は、本明細書で開示された実施形態の十分な理解のために提供される
。しかしながら、実施形態は、１つ又は複数の特定の詳細を含まずに、又は他の方法、構
成要素、若しくは材料を用いて実施することができることを当業者は認識するであろう。
さらに、幾つかの事例において、周知の構造体、材料、又は作動は、発明の態様を不明瞭
にすることを避けるために詳細に図示又は説明されない。そのうえ、説明された機能部、
構造体、又は特徴は、任意の適切な様式で１つ又は複数の実施形態において組み合わされ
てもよい。
【００２４】
　実施形態は、汎用又は特殊用途のコンピュータ（又は他の電子装置）によって実行され
るべきマシンで実行可能な命令において具体化されてもよい、種々のステップを含んでも
よい。代替的に、ステップは、ステップを行うための特定の論理を含むハードウェア・コ
ンポーネントによって又はハードウェア、ソフトウェア、及び／又はファームウェアの組
合せによって行われてもよい。
【００２５】
　実施形態はまた、本明細書で説明されたプロセスを行うためにコンピュータ（又は他の
電子装置）をプログラムするのに用いられてもよい命令がそこに格納された、非一時的な
機械可読媒体を含むコンピュータプログラム製品として提供されてもよい。機械可読媒体
は、電子命令を格納するのに適したハードドライブ、フロッピー（登録商標）・ディスケ
ット、光ディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ－ＲＯＭ、ＲＯＭ、ＲＡＭ、ＥＰＲＯＭ、ＥＥ
ＰＲＯＭ、磁気又は光カード、ソリッドステート・メモリ・デバイス、又は他のタイプの
媒体／コンピュータ可読媒体を含んでもよいが、これらに限定されない。
【００２６】
　Ｉ．ＡＯＤの概説
　図１は、或る実施形態に係る、用いられてもよいＡＯＤ１００の作動を例示する。ＡＯ
Ｄ１００は、結晶体１１２に結合された圧電変換器１１０を含む。ＡＯＤ１００は、結晶
体１１２の中にＲＦ周波数の音波１１４（例えば、約５０ＭＨｚと約１５００ＭＨｚとの
間の周波数範囲内の）を生じさせるために圧電変換器１１０を駆動するように構成された
、無線周波数（ＲＦ）駆動部１１３をさらに含む。入射レーザビーム１１５は、結晶体１
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１２内に生じた音波１１４によって回折され、入力ビームパワーの一部は偏向され（「一
次」ビーム１１６）、入力ビームパワーの残りは偏向されない（「ゼロ次」ビーム１１８
）。幾つかの実施形態において、一次ビーム１１６は加工のために用いられ、ゼロ次ビー
ムはビーム・ダンプ１２２に送られる。一次偏向角１２０は、適用されたＲＦ周波数に比
例する。
【００２７】
　一実施形態において、音波カラムに対する入射ビーム角は、ブラッグ角に設定される。
入射ビーム角をブラッグ角に設定すると、一次ビームパワーと入力ビームパワーとの比で
ある回折効率を増加させ又は最大にする。一次ビーム１１６へ偏向された相対的なパワー
は、低いＲＦパワーレベルでＲＦ駆動部１１３によって印加されたＲＦパワーとほぼ比例
する場合がある。しかしながら、一次ビーム１１６へ偏向された相対的なパワーは、高い
レベル（例えば図２に示すように）で飽和する場合がある。実際の作動では、少量のパワ
ーもまた、より高次のビーム（図示せず）へ散乱され又は偏向される場合がある。
【００２８】
　ＡＯＤの回折効率は、選択されたＲＦ周波数及び振幅において、良好な（高品質のガウ
ス）入力ビームを有する適正に設計されたデバイスに対して、約９５％以上までの範囲と
することができる。ＲＦ周波数が変化するのに伴って、偏向されたビーム角が変化し、回
折効率がその最大値よりも下に低下する。ＡＯＤは、被加工物（図示せず）でフォーカス
されたスポットの約３～５倍の直径に等しい偏向範囲にわたって約９０％よりも高い効率
を維持することができる。特別に設計されたＡＯＤは、音響ビーム角をＲＦ周波数の関数
として操縦する技術を通じて、より一層高い回折効率を達成することができる。
【００２９】
　二次元（２－Ｄ）偏向サブシステムを生み出すために２つのＡＯＤを組み合わせること
ができる。ｇａｌｖｏの前に位置付けられたとき、後述するように、２つのＡＯＤは、ｇ
ａｌｖｏによって生じた公称ビーム位置の周りに小さいビーム偏向を付与する。こうした
配置は、例えば、米国特許第５，８３７，９６２号で説明される。被加工物を加工するた
めにこうした配置を用いるとき、或る実施形態は、ＡＯＤ偏向の関数としての回折効率の
変動があるにもかかわらず、ＡＯＤ偏向の間に一定のビームパワーを維持する。ＡＯＤ偏
向の間に一定のビームパワーを維持することは、ＲＦパワー振幅をＲＦ周波数の関数とし
て更新すること（例えば変調すること）によって高速で（例えば、ＡＯＤに対して用いら
れる約０．１μｓから約１０μｓまでの更新速度で）達成することができる。ＲＦパワー
変調は、最も低い回折効率と整合する又は近似するようにＡＯＤ偏向範囲の中央部におけ
る回折効率を低下させる効果を有する。一方、最も低い回折効率と整合することは、偏向
サブシステムの効率を低下させ、これは、ＡＯＤがＡＯＤ偏向範囲にわたって実質的に一
定の（又は予測可能な）パワーを用いる用途に用いられることを可能にする。
【００３０】
　上記で解説されたように、ＥＯＤは、たわみ角用途のためにＡＯＤへの代替として（又
はＡＯＤと併せて）用いられる場合がある。ＥＯＤ偏向器は、限られた範囲（例えば、被
加工物における少数のスポット直径に等しい）、非常に高い帯域幅（例えば、マイクロ秒
の応答時間）、及び高い伝達効率をもつ、ＡＯＤと同様の機能を有する。しかしながら、
ＥＯＤデバイスを実装するのに用いられる結晶体は、熱レンズ作用及び／又はビーム・ポ
インティングのドリフトに伴う問題につながる場合がある、比較的高い光パワー吸収（例
えば、数パーセント）又は顕著な電力消費に悩まされる場合がある。さらに、幾つかの実
施形態（例えば、低い光パワー及び／又は高い伝送波長を用いる）に対して、ＡＯＤを用
いる以下で説明される技術は、ＥＯＤで達成されてもよい。
【００３１】
　ＩＩ．パワー線形化
　ＡＯＤをレーザ加工用途に適正に用いるために、或る実施形態によれば、回折効率曲線
は、ＲＦパワーと周波数との関数として線形化される。予測可能な作動では、結果として
一次ビームパワーの線形減衰をもたらす、正規化されたＡＯＤパワー減衰コマンド（０か



(13) JP 5826744 B2 2015.12.2

10

20

30

40

50

ら１までの範囲）が用いられてもよい。図２は、或る実施形態に係る、用いられてもよい
種々のＲＦ周波数におけるＡＯＤ回折効率曲線対ＲＦパワーをグラフ図で表す。図２に示
すように、ＡＯＤ回折効率曲線は、一般に非線形である。回折効率曲線の非線形の性質の
ために、回折効率対ＲＦパワーは、或る実施形態によってマッピングされてもよく、結果
としてコマンドされた減衰をもたらすＲＦパワーを提供する線形化関数（例えば、多項式
、参照テーブル、又は同様のアルゴリズム）が生成されてもよい。
【００３２】
　図３は、一実施形態に係る所望の減衰を選択するのに用いられる例示的なＡＯＤパワー
線形化曲線をグラフで示す。図３で例示された例示的な線形化関数は、参照テーブル形式
で表されてもよい。図３に示された線形化関数は、指定されたＲＦ周波数に対して有効で
あり、異なるＲＦ周波数に対して僅かな変動を伴う。妥当なＲＦ周波数（したがって偏向
）範囲にわたる線形作動を可能にするために、或る実施形態は複数の線形化テーブルを用
いる。線形化テーブルの数は、パワー正規化がそれにより維持される、ＡＯＤに適用され
る周波数範囲と精度に依存する。或る実施形態において、線形化テーブルは、約１％の許
容誤差内で線形パワー調整（ｌｉｎｅａｒ　ｐｏｗｅｒ　ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ）するこ
とができる。
【００３３】
　２－ＤのＡＯＤ構成において、１つのみのＡＯＤが、パワー線形化のためのＲＦパワー
を制御するのに必要な場合がある。第１のＡＯＤのＲＦパワーの変調は、第２のＡＯＤの
回折効率を線形化するのに用いられる制御を提供することができる。或るこうした実施形
態において、第２のＡＯＤは、その飽和点付近で作動し、そこでのＲＦ周波数の変化は、
回折効率に対して最も小さい影響を有し、偏向の関数としての回折効率の変動を最小にし
又は低下させる。或る実施形態のために望まれる場合、２つのＡＯＤのいずれかを、パワ
ー線形化のために用いることができる。或る実施形態において、パワーの大まかな制御の
ための第１のＡＯＤを用い、パワーの微調整のための第２のＡＯＤを用いて、量子化され
たＲＦパワーコマンドによって導入された線形化誤差を最小にする又は減少させるように
してもよい。
【００３４】
　最適なＲＦ周波数設定における回折効率曲線のピーキングに起因して、他の周波数での
作動は、ＡＯＤがより低い光学的効率で走ることを要求する可能性がある。ＡＯＤが所与
の偏向範囲にわたって一定の光学的出力パワーで作動されるべき場合、要求される出力パ
ワーは、或る実施形態において、全偏向範囲にわたって最小の達成可能な出力パワーより
も低いままであるように構成される場合がある。この制約は、レーザ加工システムの設計
において認識される場合があり、ＡＯＤの作動上の偏向範囲の選択を誘導する場合がある
。非常に高い光学的効率を要求する加工については、ＡＯＤは、小さい偏向範囲（例えば
、スポット直径の約５倍よりも小さい）内で作動することができる。より広い偏向範囲（
例えば、スポット直径の数百倍まで）を要求する加工については、最大効率は、ユーザが
効率（例えば光パワー）対偏向範囲をトレードオフすることを可能にするために低下する
ことができる。例えば、図４は、或る実施形態に係る回折効率と偏向範囲との間のトレー
ドオフを選択するために用いられてもよいＡＯＤ回折効率対ＲＦ周波数をグラフで表す。
図４は、回折効率応答対ＲＦ周波数シフトと、例示的なＲＦ周波数（偏向振幅）作動範囲
４１２に対する最小回折効率の変化を示す。小さい範囲にわたる高い効率は矢印４１４で
示され、より広い範囲にわたるより低い効率は矢印４１６で示される。
【００３５】
　ＩＩＩ．ディザリング
　図５は、一実施形態に係るレーザビームをディザリングするためのＡＯＤサブシステム
５０６及びｇａｌｖｏサブシステム５０８を含むシステム５００のブロック図である。シ
ステム５００は、ＡＯＤサブシステム５０６に加工ビーム５１２を提供するためのレーザ
光源５１０を含む。一実施形態において、レーザ光源５１０は、加工ビーム５１２が一連
のレーザパルスを備えるようにパルスレーザ光源を含む。別の実施形態において、レーザ
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光源５１０は、加工ビーム５１２がＣＷレーザビームを備えるように持続波（ｃｏｎｔｉ
ｎｕｏｕｓ　ｗａｖｅ）（ＣＷ）レーザ光源を含む。或るこうした実施形態において、Ａ
ＯＤサブシステム５０６は、離散した（「パルス」）間隔で加工ビーム５１２を偏向する
ことによって、ＣＷレーザビームからレーザパルスを生成する。
【００３６】
　上記で解説したように、ＡＯＤサブシステム５０６は、加工ビーム５１２の一次ビーム
５１３をＡＯＤ偏向角５１４で偏向し、且つ加工ビーム５１２のゼロ次ビーム５１５をビ
ーム・ダンプ５１６に偏向する。システム５００は、一次ビーム５１３をｇａｌｖｏサブ
システム５０８に偏向するための固定されたミラー５１８と、被加工物５２４上に又は被
加工物５２４内にレーザビーム・スポット５２２をフォーカスするためのスキャンレンズ
５２０とをさらに含んでもよい。スキャンレンズ５２０の出力は、本明細書ではフォーカ
スされたレーザビーム５２５と呼ばれる場合がある。
【００３７】
　一実施形態において、ＡＯＤサブシステム５０６は、第１の方向（例えばディザ方向）
で偏向を前後に提供するのに用いられる単一のＡＯＤを含んでもよく、一方、ｇａｌｖｏ
サブシステム５０８は、加工軌道５２６に沿って第２の方向に偏向を提供する。しかしな
がら、増加した速度と使途の広さのために、図５で例示された実施形態のＡＯＤサブシス
テム５０６は、被加工物５２４の表面に関するＸ－軸及びＹ－軸に沿った２－Ｄ偏向を提
供する。この例において、Ｙ－軸は、加工軌道５２６と平行であると言及されてもよく、
Ｘ－軸は、加工軌道５２６と垂直であると言及されてもよい。したがって、Ｘ－軸は、デ
ィザリング方向と呼ばれる場合がある。加工軌道５２６は、例えば、システム５００が（
例えば、ｇａｌｖｏサブシステム５０８の制御の下で）被加工物５２４の表面にトレンチ
５２８を線彫りする（ｓｃｒｉｂｅ）又は切削する方向に対応していてもよい。
【００３８】
　例示された２－Ｄ偏向を提供するために、ＡＯＤサブシステム５０６は、ｇａｌｖｏサ
ブシステム５０８がビーム軸を加工軌道５２６に沿って動かす際に、一次ビーム５１３を
第１の方向に偏向する第１のＡＯＤ５３０と、一次ビーム５１３を第２の方向に偏向する
第２のＡＯＤ５３２とを含む。言い換えれば、ＡＯＤサブシステム５０６によって提供さ
れるビームスポット位置の移動は、ｇａｌｖｏサブシステム５０８によって提供されるビ
ームスポット位置の移動の上に重ね合わされる。図５に示すように、ｇａｌｖｏサブシス
テム５０８はまた、一次ビーム５１３を被加工物５２４の表面に関してＸ－軸方向とＹ－
軸方向との両方に偏向するために、第１のｇａｌｖｏミラー５３３と第２のｇａｌｖｏミ
ラー５３５とも含んでもよい。
【００３９】
　ＡＯＤ偏向の配向は、ｇａｌｖｏサブシステム５０８の偏向軸と位置合わせされなくて
もよい。一般に、ＡＯＤ偏向コマンドに座標変換が適用し、結果として得られたＡＯＤ偏
向を所望の座標系と位置合わせするようにしてもよい。この座標変換もまた、ＡＯＤビー
ム偏向をｇａｌｖｏサブシステム５０８によって画定された加工軌道と垂直に保つために
ＡＯＤ偏向座標系を回転する速度の関数であってもよい。
【００４０】
　システム５００に含まれたＡＯＤサブシステム５０６により、幾つかの作動モードが有
効化される。一実施形態において、作動モードは、被加工物５２４におけるレーザビーム
・スポット５２２を効果的に広げるために加工ビーム５１２をディザリングする能力を含
む。言い換えれば、加工ビーム５１２のディザリングは、スキャンレンズ５２０によって
フォーカスされた個々のレーザビーム・スポット５２２の寸法よりも大きい寸法を有する
幾何学的機能部を生み出すために、一連のフォーカスされたレーザビーム・スポット５３
４を空間的に位置付けることを含む。説明のため、図５は、トレンチ５２８が加工軌道５
２６の方向に加工される際に被加工物５２４の表面の上から見た場合のディザリングされ
たレーザビーム・スポット５３４を示す。したがって、例えば、所与の繰返し率における
一連のディザリングされたレーザビーム・スポット５３４は、より低いパルス繰返し率に
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おける加工軌道５２６の方向に連続的に適用された一連のより大直径のレーザビーム・ス
ポットの効果を有する。
【００４１】
　或る実施形態において、ＡＯＤ５３０、５３２は、約０．１μｓ～約１０μｓのオーダ
ーでそれらのそれぞれの音場（光開口部を新しい音波波形で満たす）を更新することがで
きる。約１μｓの公称更新速度を仮定すると、加工ビームの位置は、ディザリングされた
レーザビーム・スポット５３４のうちの幾つかが加工の間に重なるように迅速に更新する
ことができる。ディザリングされたレーザビーム・スポット５３４は、加工されている機
能部（例えばトレンチ５２８）を広げるために加工軌道５２６と垂直な（例えば、Ｘ－軸
又はディザ方向に沿った）寸法において重なってもよい。図５に示すように、ディザリン
グされたレーザビーム・スポット５３４はまた、加工軌道５２６の方向に重なってもよい
。ディザリングされたビームを加工軌道５２６の法線方向に配向された状態に保つために
、或る実施形態によれば、ディザ軸は、加工軌道５２６の角度が変わるのに伴って絶えず
調整されてもよい。加えて、ディザ軸は、加工軌道の速度の関数としてディザ点の線上に
付与された角度を補償するために調整されてもよい。軌道の速度Ｖ、ディザ更新周期Ｔｄ
、ディザ点の数Ｎｐｔｓ、及びディザ・エクスカーションＤｄを考えると、この角度は、
ａｔａｎ［Ｔｄ＊（Ｎｐｔｓ－１）＊Ｖ／Ｄｄ］に等しい。
【００４２】
　被加工物５２４の表面に関してビーム位置をディザリングすることに加えて、又は他の
実施形態において、ＡＯＤサブシステム５０６を用いて、ディザ軸における強度プロファ
イルを変化さてもよい。ディザ軸に沿った加工ビーム５１２の強度プロファイルの操作は
、加工されたトレンチ５２８の断面のシェイピングを可能にする。例えば、トレンチ５２
８は、長方形、Ｕ字、又はＶ字形状にされた断面をもつように加工されてもよい。側壁の
傾きのような機能部のシェイピングは、交差部形成のような状況において有用な場合があ
る。シェイピング分解能は、基本スポットサイズに基づく場合があり、シェイプされた強
度プロファイルは、ディザパターン（場所及び強度）とスポット強度プロファイル（例え
ば、ガウス又は別のプロファイル形状）との重畳となる場合がある。機能部は、例えば、
選択された量の対象材料を除去するためにディザ軸に沿って或る場所でパルスが重なるこ
とによって（例えば、２つ又はそれ以上のパルスが同じ場所で適用される場合がある）、
及び／又はレーザパルスのパワー振幅をディザ軸に沿った偏向位置の関数として変調する
ことによってシェイプしてもよい。
【００４３】
　ディザ軸に沿った機能部のシェイピングに加えて、又は他の実施形態において、加工軌
道５２６に沿った位置の関数としてパワーを制御するように、ＡＯＤサブシステム５０６
を用いて、加工された直線機能部の「終点」の同様のシェイピングを可能にしてもよい。
加工軌道５２６に沿った位置の関数としてのパワーの制御はまた、交差の形成のような用
途において有用な場合がある。ＡＯＤサブシステム５０６の使用は、強度プロファイルの
微調整（例えば、約５μｍと約５０μｍとの間の範囲内の機能部寸法をもつ）が高い加工
速度（例えば、約１ｍ／ｓと約５ｍ／ｓとの間の範囲内）で可能であってもよいように、
パワー変調が超高速（例えば、マイクロ秒のオーダー）で起こることを可能にする。
【００４４】
　ガウスビームの偏向に加えて、或る実施形態はまた、例えば、回折光学素子（ｄｉｆｆ
ｒａｃｔｉｖｅ　ｏｐｔｉｃａｌ　ｅｌｅｍｅｎｔ）（ＤＯＥ）を含む従来のビーム・シ
ェイピング技術によってシェイプされたビームを偏向する場合がある。例えば、図５Ａは
、一実施形態に係るビーム・シェイピングのためのシステム５４０のブロック図である。
システム５４０は、図５に示されたＡＯＤサブシステム５０６（第１のＡＯＤ５３０と第
２のＡＯＤ５３２とを備える）、ゼロ次ビーム・ダンプ５１６、及びミラー５１８を含む
。システム５４０は、ビームのシェイピングのための回折光学素子（ＤＯＥ）５４２と、
光学素子５４４（例えば、撮像光学系、ｇａｌｖｏミラー、及びスキャンレンズ）とをさ
らに含む。説明のため、図５Ａの一次ビーム５１３は、ＡＯＤ偏向角５１４の範囲にわた
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って示される。図５Ａで例示された実施形態において、ＡＯＤサブシステム５０６によっ
て付与されるＡＯＤ偏向角５１４に関係なく一次ビーム５１３をＤＯＥの開口部に集中し
ている状態に保つために、ＡＯＤサブシステム５０６によって偏向された一次ビーム５１
３は、リレーレンズ５４６（ビームのピボット点をＤＯＥ５４２上に結像する）を通して
ＤＯＥ５４２にリレーされる。次いで、ＤＯＥ５４２は、（こうしたビーム・シェイピン
グＤＯＥでは典型的なように）付加的な波面位相歪みを付与することによってビーム強度
をシェイプしてもよい。この手法は、例えば四角形の強度プロファイルを伴う、より一様
なディザリングされたフルエンス・プロファイルを形成するために、より広いシェイプさ
れたビームが偏向され且つ当接される場合がある状況において、有益な場合がある。この
手法はまた、所望の機能部（例えば、誘電体材料に穴開けされたマイクロバイア）を形成
するのに少数のレーザパルスが適する状況において有益な場合がある。この場合、ガウス
パルスのラスタされた適用は、シェイプされた強度プロファイルを適用することに対して
あまり効率的でない場合があり、シェイプされた強度加工スポット位置の高速制御のため
により一層高速のＡＯＤ偏向が望ましい場合がある。
【００４５】
　他の実施形態において、スキャンレンズでのＡＯＤにより偏向されたビームの偏向を合
わせるために同様のリレーレンズ構成が用いられてもよい。これは、少なくとも２つの理
由のために望ましい場合がある。第１に、ビームのピボット点をｇａｌｖｏ走査ミラーに
リレーし（ビーム横偏向をなくす）、（ａ）ビームのクリッピングを回避するようにビー
ムをｇａｌｖｏミラー及びスキャンレンズの透明な開口部の中心に集中した状態に保ち、
及び（ｂ）ビームがスキャンレンズの入射瞳孔の中心から変位すると傾けられたビームを
被削面にもたらす可能性があるので、このような変位を回避することが望ましい場合があ
る。第２に、被削面におけるビームの傾きを意図的にもたらすために、スキャンレンズに
おける横ビーム偏向を付与することが望ましい場合がある。傾けられたビームは、或るガ
ウスレーザ穴あけ用途において加工された機能部（例えば、マイクロバイア穴あけ）のよ
り急勾配の側壁を作製するのに有利な場合がある。
【００４６】
　図５Ｂは、一実施形態に係る傾斜した加工ビーム５５２を提供するシステム５５０のブ
ロック図である。システム５５０は、図５に示されたＡＯＤサブシステム５０６（第１の
ＡＯＤ５３０と第２のＡＯＤ５３２とを備える）と、ゼロ次ビーム・ダンプ５１６と、ミ
ラー５１８とを含む。システム５５０は、リレーレンズ５４６と、光学素子５４４（例え
ば、撮像光学系、ｇａｌｖｏミラー、及びスキャンレンズ）とをさらに含む。説明のため
、図５Ｂにおける一次ビーム５１３は、ＡＯＤ偏向角５１４の範囲にわたって示される。
図５Ｂに示すように、リレーレンズ５４６を適正に設計し且つスキャンレンズから（例え
ば、図５に示されたスキャンレンズ５２０から）リレーレンズ５４６の間隔５５４を適正
におくことによって、ＡＯＤサブシステム５０６によって偏向された一次ビーム５１３は
また、傾斜したビーム５５２を被加工物５２４の表面にもたらすために横方向に偏向する
ことができる。被加工物５２４における加工スポットの所与の偏向に対するビーム傾き量
は、（ａ）被加工物５２４における横スポット偏向を実質的に生み出すためにＡＯＤ５３
０、５３２を用いること、及びリレーレンズ５４６光学系と、スキャンレンズ（例えば、
スキャンレンズ５２０）との間隔５５４とを変化させること、又は（ｂ）スキャンレンズ
における任意の横ビーム偏向（したがって被加工物５２４における任意のビーム傾き）が
被加工物５２４における所望の横スポット偏向から独立して付与されてもよいように、ｇ
ａｌｖｏ（例えば、図５に示されたｇａｌｖｏ５３３、５３５）とＡＯＤ５３０、５３２
とを協調させること、のいずれかによって制御されてもよい。
【００４７】
　シェイピング技術のさらなる詳細は、以下の「例示的なＡＯＤ制御の実施形態」と題す
るセクションで開示される。
【００４８】
　ビーム・ディザリングは、所望のフルエンス・プロファイルを生じるために非常に有効
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且つ融通性のある場合があるが、ディザリングへの代替的な（しかし時々より制限的な）
手法は、ＡＯＤ５３０、５３２のうちの少なくとも一方にチャープ波形を適用することに
よってレーザビーム・スポット５２２の焦点を変化させることを含む。チャープ波形によ
り、音波の瞬間周波数は、ＡＯＤの結晶体を通過する光加工ビーム５１２内で直線的に変
化する。音波の瞬間周波数の直線的な変化は、離散したステップでレーザビーム・スポッ
ト５２２を変位することではなく、加工ビーム５１２に単軸（非点収差の）フォーカス項
を適用することの影響を有する。ＡＯＤ５３０、５３２の双方にチャープ波形を適用する
ことによって、或る実施形態によれば、レーザビーム・スポット５２２は、対称的にデフ
ォーカスすることができ、したがって被加工物５２４におけるスポットサイズを増加させ
る。この手法は、例えば、パルス繰返し周波数が、トレンチ５２８を広げるときの強度変
化を回避するように被加工物５２４におけるパルスの良好な重なりを提供するのに十分な
だけ高くない場合がある、より低い繰返し率のレーザの事例において有用な場合がある。
【００４９】
　ＩＶ．ラスタリング
　ＡＯＤサブシステム５０６と共に用いられてもよい別の作動モードは、ＡＯＤ５３０、
５３２で二次元パターンを非常に迅速にラスタリングすることを含む。ラスタリングの１
つの使用は、被加工物５２４において、加工ビーム５１２の強度プロファイルを空間的に
形成し、マイクロバイアのような所望の機能部を生成することを含む。ＡＯＤ５３０、５
３２は、スポット位置と強度ウェイティングとの両方を制御し、これは、任意の所望の強
度プロファイルの作製を可能にする。加えて、銅の穴あけなどのような、高い強度を用い
る加工作動のために各場所におけるレーザビーム・スポット５２２の滞留時間を変化させ
ることが有益な場合がある。
【００５０】
　ラスタリングを用いることは、伝統的な「シェイプされた光学系」手法を上回る幾つか
の恩恵を提供する。幾つかの恩恵としては、加工スポット直径（ＡＯＤ範囲内）又は形状
（例えば、円形、四角形、長方形、楕円形、又は他の形状）の任意の選択、シェイピング
光学系及び／又はガウス若しくはシェイプされたモード変更光学系の除去に起因するコス
ト削減、ｇａｌｖｏビーム位置決めに起因する動的制約なしに非常に高い速度で高強度ガ
ウスビーム（例えば、螺旋パターン、トレパンパターン、又は他のパターンを用いる）に
より機能部を加工する能力、ラスタパターンを適宜修正することによるビーム歪み（例え
ば、楕円形のスポット）に対する補償、及び／又は、テーパ及び／又は底部（ｂｏｔｔｏ
ｍ）品質のような特徴を最適化する又は改善するために進行中に空間強度分布を合わせる
こと、が挙げられるがこれに限定されない。
【００５１】
　ラスタパターン（スポット位置及び振幅）を設計するために幾つかの選択肢が利用可能
である。一実施形態は、領域をスポット位置のアレイで満たすことを含む。この実施形態
は、しかしながら、領域にわたる最終的な累積フルエンス・プロファイルに対してほとん
ど制御を提供しない場合がある。例えば、ラスタされた領域の縁部におけるフルエンス・
プロファイルの定義は、バイア形成又は交差部加工のための所望の「傾き」（例えば、フ
ルエンス対位置の変化）を有しない場合がある。
【００５２】
　別の実施形態において、フルエンス・プロファイルは明示的に画定され、ラスタパター
ンは、画定されたプロファイルに最も良く適合するように選択される。これは、例えば、
ラスタ領域の全体にわたって深さを変化させるために変化するフルエンスレベルをもつ、
又はラスタ領域の縁部において特定的にシェイプされた側壁をもつ、カスタマイズされた
フルエンス分布を生み出すことの利点を有する。この実施形態は、例えば、交差するトレ
ースのフルエンスを組み合わせるとき、及び／又はカスタマイズされた側壁テーパをもつ
バイアを穴あけするときに有用な場合がある。
【００５３】
　図６は、一実施形態に係るラスタ点のグリッドにわたるスポット振幅の組を判定するた
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めに最小２乗最適化ルーチンを用いる方法６００のフローチャートである。図６に示すよ
うに、方法６００は、候補ラスタ・グリッドを設定すること６１０を含む。方法６００は
、ラスタ・グリッドにおける各スポットに対して、それぞれの「影響関数」を生成するた
めにラスタ・フィールドにわたるフルエンス・プロファイルを計算すること６１２を含む
。方法６００は、影響関数を影響関数行列にコンパイルすること６１４、（例えば、特異
値分解（ｓｉｎｇｕｌａｒ　ｖａｌｕｅ　ｄｅｃｏｍｐｏｓｉｔｉｏｎ）（ＳＶＤ）アル
ゴリズムを用いて）影響関数行列の擬似逆行列を計算すること６１６、及び影響関数行列
の擬似逆行列を用いてそれぞれの格子点におけるスポット振幅を計算すること６１８をさ
らに含む。方法６００は、それぞれのラスタ点における計算されたスポット振幅に従って
被加工物にレーザビーム・スポットを適用すること６２０をさらに含んでもよい。
【００５４】
　図６に示された方法を説明する例示的な式が以下で概説される。例示的な式は、Ｎｒ個
の点を含むＸＹ座標［ｘｒ、ｙｒ］において画定されたラスタパターンを仮定する。ラス
タ振幅（Ｚｒ）の組を適用することは、Ｎｅ個の点を含むＸＹ座標［ｘｅ、ｙｅ］の組に
おいて評価される場合がある所望のフルエンス表面（Ｚｓ）をもたらす。影響行列Ｈは、
次式によって定義される。
Ｚｅ＝Ｈ＊Ｚｒ、は（Ｎｅ×Ｎｒ）
【００５５】
　影響行列Ｈを作製する演算は、各［ｘｅ、ｙｅ］点にわたって評価された、１つの［ｘ
ｒ、ｙｒ］点に位置付けられた単一の加工スポットのフルエンスを計算することを含む。
Ｚｒ及びＺｅ行列が各評価に対して「ベクトル化される」場合、Ｚｒは（Ｎｒ×１）であ
り、Ｚｅは（Ｎｅ×１）である。手順は、Ｎｒ個の評価のすべてに対して、各［ｘｒ、ｙ
ｒ］ラスタ点に対して繰返されてもよい。すべての結果（Ｚｒ及びＺｅ）を行列に付加す
ることは、サイズ（Ｎｒ×Ｎｒ）のＺｒ対角行列と、サイズ（Ｎｅ×Ｎｒ）のＺｅ行列と
を生じる。各スポットの適用された振幅によって結果を正規化することは、結果としてＺ
ｒに対する単位行列をもたらす。ここで、影響行列Ｈは（正規化された）Ｚｅ行列である
。
【００５６】
　影響行列Ｈを考えると、所望の表面フルエンスｚＤｅｓをもたらすために用いられる所
望のアクチュエータ・コマンド・ベクトルＺｒは、次式によって与えられてもよい。
Ｚｓ＝Ｈｉｎｖ＊Ｚｒ
【００５７】
　Ｈｉｎｖは、ＳＶＤ分解を通じて計算することができ、Ｈｉｎｖにおけるモードの数は
過度のノイズ効果を回避するために制限される。Ｈ（及びＨｉｎｖ）の識別はおおよそで
あってもよいので、Ｚｒの計算は、閉ループモードで行うことができ、同調利得が適用さ
れ、
Ｚｒ（ｋ＋１）＝Ｚｒ（ｋ）－ｋα＊Ｈｉｎｖ＊（ｚＤｅｓ－Ｚｓ）
ここで、Ｚｓは、モデル又は測定されたシステムデータからの各繰返しにおいて計算され
る。
【００５８】
　図６の方法６００と上記で説明された式の例はかなり直接的かもしれないが、方法６０
０は、ラスタ・グリッドの選択及び擬似逆行列を計算する方法に対して敏感なことがある
。しかしながら、方法６００は、基本レーザビーム加工スポットの空間特徴の制限内の所
望のフルエンス・プロファイルへの容認できる概算を提供することができ、この制限は、
ラスタパターンのあらゆる縁部における分解能に対する基本制限を課す可能性がある。図
７Ａは、所望のフルエンス・プロファイルをグラフで表し、図７Ｂは、図６の方法６００
及び上記で説明された例示的な式に従って求められた対応する最適化されたラスタ振幅を
グラフで表す。
【００５９】
　関連した手法は、別の実施形態によれば、勾配降下法（ｇｒａｄｉｅｎｔ　ｄｅｓｃｅ
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ｎｔ　ｍｅｔｈｏｄ）を用いてラスタパターンを最適化することに関係する。この実施形
態において、目的関数（例えば、所望のフルエンス・プロファイルへの適合）が定義され
る。最適化プロセスは、局所的な目的関数勾配（関数の増分変化が各ラスタ・グリッド場
所に適用されたフルエンスの所与の増分変化を与える）を判定し、且つ該勾配をアルゴリ
ズムにおいてラスタスポット振幅の最適なベクトルを探し出すのに用いる。
【００６０】
　両方の手法（ＳＶＤと勾配降下）は、シミュレーション又はシステムのいずれにおいて
も行うことができる。システムにおいて、所与のラスタパターン（メトロジーカメラによ
って測定される場合）から結果としてもたらされた実際のフルエンス分布は、性能を定量
化するために用いることができる。次いで、フルエンス分布、モデリング誤差を回避し又
は減少させ且つスポットサイズ及び歪みのようなシステムにおける許容誤差を考慮に入れ
るプロセス、ＡＯＤ線形化誤差、及び／又は光学的位置合わせを最適化するために、いず
れかの最適化方法を適用することができる。
【００６１】
　もちろん、他の最適化方法が、上述のアルゴリズムと置き換えられてもよい。
【００６２】
　Ｖ．交差の形成
　或る実施形態は、交差部における機能部の深さの制御された変動を伴う、交差する加工
された機能部（例えば、トレンチ、パッド、バイア、及び他の機能部）の形成を含む。例
えば、インピーダンス（高速での信号の完全性を維持するために）若しくは誘電体の絶縁
破壊（めっきされたトレンチと下にある導電性層との間のギャップに対して敏感な場合が
ある）のような電気特徴を制御すること、又はめっき品質を制御することが望ましい場合
がある。
【００６３】
　交差部加工は、例えば、加工ビームフルエンスが材料のアブレーション閾値を優に上回
るときに、被加工物誘電体のアブレーションが、累積した適用フルエンスに比例する場合
があるので、とても難しいものとなることがある。この状況では、機能部を単純に交わら
せることによって２つの交差する機能部を加工することは、結果として二重露光点におい
て１００％に近い深さ変動を伴う「二重露光」をもたらす。
【００６４】
　この問題を回避する又は低減するために、図５に関して上記で解説されたシステム５０
０を用いて、交差領域における２つの機能部のフルエンスを「混合」し、二重露光を減少
させ又は回避するようにしてもよい。例えば、ＡＯＤサブシステム５０６が用いて、その
側壁においてフルエンスの広い「傾き」をもつ１つのトレンチ機能部を加工し、及びその
終点において整合するフルエンスの「傾き」をもつ交差するトレンチ機能部を加工する場
合、この２つのフルエンス分布は結合して、交差部における公称上は平坦なフルエンス・
フィールドを生成する。したがって、ＡＯＤサブシステム５０６を用いて、深さ制御され
た交差を生成するようにしてもよい。
【００６５】
　フルエンスの傾きを生成すると、他にも、ビーム位置決め許容誤差に起因する深さ変動
を最小化できるという利点が得られる。交差領域における急勾配のフルエンスの傾きでは
、交差する機能部のアブレーションの間のビーム位置の小さい変動（例えば、約１μｍ～
約５μｍのオーダーの）が、顕著な深さ変動を引き起こすことがある。フルエンスのゆる
やかな傾きを作製することによって、ビーム位置決め誤差は、容認可能な深さ変動（例え
ば、公称深さの約１０％未満～約１５％）をもたらす。
【００６６】
　フルエンスの傾きの作製は、交差する機能部がフルエンスの傾き及び／又は幅を進行中
に変えることによって加工される際に実施されてもよい。別の実施形態において、トレン
チ機能部は、交差部の外部で終端され（適切なフルエンスの傾きをもつ）、その後に交差
部ボリュームの残りのラスタリングがなされる。この実施形態は、例えば、交差のタイプ
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（例えば、交差するトレンチの角度、一点で交差する多数のトレンチ、湾曲トレンチの交
差）に対してあまり敏感でないこと、隣接するトレンチの間の間隔の望ましくない変動を
強いる可能性がある、側部のフルエンスの傾きを作製するのに用いられる追加ライン幅を
最小にすること、及び／又は交差部の特徴を最適化するためにラスタパターンをカスタマ
イズする能力を含む、幾つかの利点を有する。ラスタパターンをカスタマイズすることは
、多数の交差するトレースを備えた円形パッドのような、交差部における任意の形状を加
工するときに有用な場合がある。
【００６７】
　交差部加工の付加的な詳細は、本明細書の「例示的な交差部加工の実施形態」と題する
セクションで開示される。
【００６８】
　ＶＩ．ｇａｌｖｏ誤差補正
　再現性誤差の１つの発生源（上記で説明されたように良好な深さ制御により交差部を機
械加工する能力を制限する可能性がある）は、図５に示されたｇａｌｖｏサブシステム５
０８の位置決め誤差である場合がある。これらの誤差は、センサノイズとトラッキング誤
差に起因する場合がある。ｇａｌｖｏサブシステム５０８における各ｇａｌｖｏミラー５
３３、５３５は、フィードバック・センサ（図示せず）と関連付けられ、それぞれのｇａ
ｌｖｏサーボ（図示せず）を用いてミラーの移動を制御する場合がある。センサノイズ効
果は、ｇａｌｖｏサーボがサーボの帯域幅内のフィードバック・センサノイズを追跡する
ときに発生する可能性があり、結果として物理的なビームの動きをもたらす。この誤差励
起はまた、周波数スペクトルの或る部分を増幅するｇａｌｖｏの閉ループ応答によって増
幅される場合がある。センサノイズ効果は、特定の光学設計及びサーボ設計に応じて、例
えば、約０．１μｍ二乗平均平方根（ｒｏｏｔ－ｍｅａｎ－ｓｑｕａｒｅｄ）（ＲＭＳ）
から約５μｍＲＭＳまでのビーム誤差をもたらす場合がある。
【００６９】
　センサノイズ効果は、コマンドされたビーム軌道に関係なくすべての時に発生する場合
がある。しかしながら、トラッキング誤差は、動的に積極的なビーム軌道（大加速度又は
高周波数コマンドを含む）に従うようにｇａｌｖｏがコマンドされるときに発生する。ｇ
ａｌｖｏサーボがコマンドを追跡できないことは、トラッキング誤差と、結果として再現
性の損失につながる。トラッキング誤差は、例えば、線形サーボ応答性能及び／又は非線
形ｇａｌｖｏ挙動（軸受摩擦又は磁気ヒステリシスのような）の結果である場合がある。
【００７０】
　センサノイズ誤差の発生源とトラッキング誤差の発生源との両方を減らすために、一実
施形態によれば、位置センサのフィードバックによって示されるように、ＡＯＤサブシス
テム５０６の偏光機能を用いて、ｇａｌｖｏ誤差を補正する。センサの読取値は、このノ
イズに応答して望ましくないビームの動きを加えることを減少させ又は回避するために、
妥当な帯域幅よりも上のものをフィルタで除去してもよい、センサノイズを含む。一実施
形態において、フィルタリングは、より高い周波数をフィルタリングしながら、関心ある
帯域幅内のｇａｌｖｏ位置センサとビーム変位（「ビーム伝達関数（ｂｅａｍ　ｔｒａｎ
ｓｆｅｒ　ｆｕｎｃｔｉｏｎ）」、すなわちＢＴＦ）との間の伝達関数の位相と利得との
両方と実質的に整合する。或る実施形態において、ＢＴＦは、軽くダンピングされた二次
極によってしばしば良好にモデル化される、位置センサとｇａｌｖｏミラーとの間の動的
挙動によって強く影響される。信号フィルタリング及びデータ通信に起因する時間遅延の
ような位相整合に影響を及ぼす他の因子が、誤差補正フィルタの設計に含まれる場合があ
る。図８は、約１０ｋＨｚよりも下での位相及び利得の整合と約１０ｋＨｚよりも上での
センサノイズのフィルタリングとの間の競合する要件の間の妥協を提供するＡＯＤ誤差補
正フィルタの一例示的な実施形態をグラフで例示する。
【００７１】
　センサノイズ除去はまた、モデル化されていない動的挙動又は非線形挙動に起因する幾
つかの実施形態において、性能が低下するというリスクを承知の上で、推定（例えば、カ
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ルマンフィルタリング）のような代替法を通じて達成される場合がある。
【００７２】
　ＶＩＩ．ビーム位置決め精度の改善のためのＰＳＤミラー感知
　或る実施形態において、ＡＯＤ誤差補正は、実際のｇａｌｖｏミラー位置を検出する外
部センサを用いて強化される。或るｇａｌｖｏベースのビーム位置決めシステムでは、ミ
ラー角を感知するために角度位置センサがｇａｌｖｏに組み込まれる。センサは、ｇａｌ
ｖｏシャフトの遠端（ミラーから離れた方）に位置付けることができ、一方、他のものは
、ミラーの近くのシャフト端に位置付けられる。
【００７３】
　角度位置センサがミラーから離れた方のｇａｌｖｏシャフトの遠端に位置付けられると
き、センサはシャフト回転を検出する。しかしながら、シャフトたわみ角が、ミラーに異
なる偏向角をとらせることがある。このセンサ位置は、ミラー共振に応答しないのでサー
ボ・ループ帯域幅を増加させる能力を提供する際に幾つかの利点を有する。
【００７４】
　角度位置センサがミラーの近くのシャフト端に位置付けられるとき、センサは、ミラー
により近いシャフトのたわみ角を検出する。このセンサ位置は、真のミラー角をより精密
に測定する。しかしながら、センサは、ミラー自体がセンサにおいてシャフトに対して撓
むときに、依然として誤差を被る可能性がある。加えて、このセンサ位置では、ｇａｌｖ
ｏサーボ設計を複雑なものにし且つその性能を制限する、ｇａｌｖｏ周波数応答（モータ
駆動部からセンサ出力への）におけるシャフトとミラーとの共振が現れる。
【００７５】
　加えて、いずれのセンサ位置も、シャフト角度に関係しないミラー・モードを測定する
ことができない。１つのモードは、ミラー面が回転するシャフトと垂直な軸を中心として
回転する「フラッピング」ミラーのモードを含む。このモードは、高速ｇａｌｖｏ偏向シ
ステムの性能に対して制限となる場合がある。
【００７６】
　ｇａｌｖｏ回転センサに伴うさらなる問題は、それらのノイズ性能を含む。ｇａｌｖｏ
の小さいパッケージサイズと、位置センサのサイズ（及び回転慣性）を最小にすることへ
の要望に起因して、センサ回路に存在する電気ノイズが顕著な有効角度ノイズに転換し、
これはサーボ位置決め性能を劣化させる場合がある。例えば、このノイズは、１０ｋＨｚ
帯域幅内の約０．１マイクロラジアン（μＲａｄ）ＲＭＳ～約５μＲａｄ　ＲＭＳに等し
い場合がある。
【００７７】
　一実施形態において、異なるセンサ、すなわち、シャフト偏向の影響なしにミラーの真
の角度位置を検出するセンサ、ビーム位置の精度に影響するミラーの動きのすべてのモー
ドを検出するセンサ、及び感知された誤差を補正するために測定値がｇａｌｖｏサーボ・
ループ又は他のデバイスによって用いられることが可能であるように低いノイズレベルを
もつ角度測定値をもたらすセンサ、が選択されてもよい。
【００７８】
　実際のｇａｌｖｏミラー位置における誤差を補正するために、或る実施形態によれば、
図５に示されたｇａｌｖｏサブシステム５０８は、スキャンレンズ５２０との位置関係を
保ってｇａｌｖｏミラーを保持するためにフィードバックを提供する補助センサ（図５に
は図示せず）を含む。例えば、図９は、一実施形態に係るｇａｌｖｏサブシステム９１２
における補助センサ９１０を含むレーザ加工システム９００のブロック図である。この例
における補助センサ９１０は、本明細書ではＰＳＤ９１０と呼ばれる位置感知ダイオード
（ｐｏｓｉｔｉｏｎ　ｓｅｎｓｉｎｇ　ｄｉｏｄｅ）（ＰＳＤ）を含む。レーザ加工シス
テム９００はまた、ＡＯＤサブシステム５０６、スキャンレンズ５２０、参照ビーム源９
１４、及び参照結合器ミラー９１６も含む。ＡＯＤサブシステム５０６とスキャンレンズ
５２０は、フォーカスされた加工ビーム９２２を被加工物５２４の表面に提供するために
図５を参照して上記で説明される。
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【００７９】
　参照結合器ミラー９１６は、参照ビーム源９１４からの参照ビーム９１８とＡＯＤサブ
システム５０６からの加工ビーム９２０とを、ｇａｌｖｏサブシステム９１２への入力の
ために組み合わせる。参照ビーム結合器９１６は、レーザビームを組み合わせて安定した
パワーとポインティング角度とをもつ参照ビームを提供するための、例えば、ダイクロイ
ックミラー、偏光ビーム－スプリッティング・ミラー、又は他の同様のデバイスを備えて
もよい。加工ビームの位置とパワーが特定の用途に対して十分に安定な場合、ＰＳＤ感知
作動の間に（要求はされないが）ＡＯＤサブシステム５０６からの加工ビーム９２０の使
用が可能な場合がある。
【００８０】
　ＰＳＤ９１０に加えて、ｇａｌｖｏサブシステム９１２は、ｇａｌｖｏミラー９２４、
ＰＳＤピックオフ・ミラー９２６、及びＰＳＤレンズ９２８を含む。参照ビーム９１８は
、ｇａｌｖｏミラー９２４で反射する（主加工ビーム９２０と共に）。ＰＳＤピックオフ
・ミラー（例えば、スプリッティング・ミラー）は、偏向された参照ビーム（例えば、ｇ
ａｌｖｏミラー９２４によって偏向された）をピックオフし、偏向された参照ビームを検
出のためにＰＳＤに向ける。
【００８１】
　ＰＳＤレンズ９２８（例えばフォーカスレンズ）は、偏向された参照ビームの角度の動
きのみがＰＳＤ９１０上のＸＹスポット偏向に転換されるように、測定路の中に任意選択
で挿入されてもよく、横方向のビームの動きは、ＰＳＤ９１０においてビーム角に変換さ
れ、したがってＰＳＤのＸＹ平面内では測定されない。或る実施形態において、ＰＳＤレ
ンズ９２８は、ＰＳＤ平面におけるスポットの動きを増幅するために、長い有効焦点距離
をもつ小型望遠レンズを含む。或るこうした実施形態において、ＰＳＤレンズ９２８は、
前側の（ｆｒｏｎｔ）焦点がスキャンレンズの入射瞳孔に位置付けられるように位置付け
られる。或る実施形態において、横方向のビームの動きには問題がなく、且つＰＳＤ９１
０上のビームの動きのスケーリングが特定の用途のために適切である場合に、ＰＳＤレン
ズ９２８を省略することが可能な場合がある。
【００８２】
　独立した参照ビーム９１８とＰＳＤ９１０は、ビームパワーがＰＳＤ光感度と組み合わ
せて適切に低いノイズを提供するように選択することができる。ＰＳＤ測定における主な
ノイズ発生源は、「ショットノイズ」、すなわち出力電流における電荷キャリア（個々の
電子）の量子化によって生じたノイズである場合がある。信号対ノイズ比（ＳＮＲ）は、
電流の平方根に比例する場合がある。出力電流を高いレベルに上昇させることによって、
ＳＮＲが改善される場合があり、且つ低ノイズ角度測定が可能な場合がある。
【００８３】
　ＰＳＤ感知が所定位置におかれると、ＰＳＤ９１０の出力対被加工物におけるフォーカ
スされた加工ビーム９２２の位置を容易に校正することができる。校正されたＰＳＤ９１
０を考えると、ビーム位置決めを幾つかの方法で改善することができる。例えば、ＰＳＤ
９１０は、ｇａｌｖｏサーボのための位置フィードバックセンサとして用いることができ
る。これは、フィードバックシステムの動的挙動を複雑なものにする交差結合された（ｃ
ｒｏｓｓ－ｃｏｕｐｌｅｄ）システムをもたらすという事実により、複雑な場合がある。
加えて、非回転ミラー・モード（「フラッピング」及び他のモード）は、サーボ・ループ
において適応するのが難しい場合がある。動的推定器（例えば、カルマンフィルタ、ルー
エンバーガー観測器、又は他の推定器）を用いて、動的モードを分離する及びサーボ・ル
ープ設計を改善することができる。
【００８４】
　加えて、又は他の実施形態において、ＰＳＤ９１０を用いて、ｇａｌｖｏサブシステム
９１２自体により限定的な誤差補正をすることができる。例えば、ミラー・クロス軸モー
ドは、それらの周波数成分がｇａｌｖｏサーボ帯域幅内である場合にｇａｌｖｏによって
補正することができる。加えて、内蔵ｇａｌｖｏセンサ（図示せず）における低周波数ノ
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イズ誤差は、ＰＳＤ９１０（低い周波数での）及び内蔵センサ（より高い周波数での）か
らのフィードバックを混合することによって除去（ｒｅｊｅｃｔ）することができる。
【００８５】
　加えて、又は他の実施形態において、ＰＳＤ位置の読取値を用いて、ビーム経路に含ま
れるＡＯＤのような個別のデバイスによる開ループ誤差補正をすることができる。これは
、誤差補正システムからｇａｌｖｏ動的挙動を分離するので、有用な作動モードである場
合がある。主加工ビームとは個別の参照ビームを用いること（ＡＯＤサブシステム５０６
によって偏向され、したがってＰＳＤ９１０によって感知される）ことによって、ＡＯＤ
誤差補正がＰＳＤビーム位置出力に影響を及ぼさない「開ループ」モードで、ＡＯＤ誤差
補正を作動させることが可能とする。これは、誤差補正アルゴリズムを著しく簡素化する
ことができる。ノイズとミラー偏向モードとの両方は、こうした実施形態において容易に
補正される。
【００８６】
　加工ビーム９２０がまたＰＳＤ参照ビーム９１８としても用いられる場合、同様のＡＯ
Ｄ誤差補正が依然として可能である可能性があり、ＡＯＤサブシステム５０６は誤差補正
閉ループを形成する。この場合、意図的なコマンドがＰＳＤ９１０によって感知されるの
で、ＰＳＤの読取値を分析して、あらゆる意図的なＡＯＤ偏向コマンド（ディザリング、
ラスタリング、及び／又はハイダイナミックビーム位置決めのような）を除去する。
【００８７】
　或る実施形態において、上記の実施形態の恩恵と組み合わせるために、個別の参照ビー
ム角を感知する第１のＰＳＤセンサと、加工ビーム角を感知する第２のＰＳＤ（図示せず
）とを含むことが有用な場合がある。例えば、第２のＰＳＤを用いて、診断測定及び加工
品質の監視してもよい。
【００８８】
　ＶＩＩＩ．スループットの改善：ＡＯＤ／Ｇａｌｖｏ協調と第３のプロファイリング
　レーザ直接アブレーション（ｌａｓｅｒ　ｄｉｒｅｃｔ　ａｂｌａｔｉｏｎ）（ＬＤＡ
）のような或るレーザ加工用途は、高いスループットを達成するために高い加工ビーム速
度（例えば、約０．２ｍ／ｓと約５ｍ／ｓとの間の範囲内の速度）で機能部をアブレート
する。高速加工を実施することの１つの課題は、加工ビーム位置を制御するのに用いられ
るｇａｌｖｏビーム位置決めシステムの動的制限である場合がある。短い弧状のセグメン
トなどのような幾つかの機能部の加工の間に、ビームポジショナは、ビーム速度軌道を変
えるために加速する。ＬＤＡ用途は、例えば、約１μｍの所望の再現性（ｇａｌｖｏフィ
ールド内）で数十ミクロン以下のオーダーの狭いターン半径をもつ機能部の加工を要求す
る可能性がある。図１０は、或る実施形態に係るＬＤＡ用途のために加工された例示的な
トレンチ・パターンを例示する略図である。本明細書で開示された実施形態は、トレンチ
交差部１０１０、パッド交差部１０１２、狭い遷移部を備えたパッド交差部１０１４、及
びＬＤＡ加工と関連付けられる他の機能部の高速加工を提供する。
【００８９】
　加工ビーム速度が増加する又は弧状のセグメントがより短くなるのにつれて、より短い
時間周期にわたって加速が起こり、その間、ビームポジショナは、より高帯域幅の制御を
用いる。これは、最終的には、高い速度に到達する能力における制限となる可能性がある
。
【００９０】
　再び図５を参照すると、この制限は、ＡＯＤサブシステム５０６のような高速偏向器を
用いてビーム軌道制御の高帯域部分の制御を行うことによって回避することができる。こ
の手法では、ｇａｌｖｏ軌道は、ｇａｌｖｏサブシステム５０８の動的制約（例えば、加
速度及び／又は帯域幅）内にありながら、所望の加工軌道５２６にほぼ従うように設計す
ることができる。例えば、図１１は、一実施形態に係るＡＯＤとｇａｌｖｏとの協調と関
連付けられた曲線をグラフで表した図である。図１１に示すように、ｇａｌｖｏ経路１１
１０は、所望の加工経路１１１２に正確に従うことができない場合があり、結果としてビ
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ーム軌道誤差をもたらす。ビーム軌道誤差は、ＡＯＤサブシステム５０６を用いて加工ビ
ーム５１２を付加的に偏向することによって除去することができる。例えば、図１１は、
ｇａｌｖｏ経路１１１０及び加工経路１１１２と関連してＡＯＤコマンド信号１１１４を
示す。２つの軌道（ｇａｌｖｏ及び加工ビーム）は前もって分かるので、ＡＯＤ偏向軌道
を計算し、且つこれがＡＯＤの制約（例えば、範囲とこの範囲にわたる最大の正規化され
たパワー）を満足させることを確かめることができる。ｇａｌｖｏ軌道は、残差がＡＯＤ
の制約を破らないように合わせることができる。これは、反復プロセスであってもよく、
例えば、ｇａｌｖｏが選択された軌道をよりしっかりと追跡し、したがって結果として生
じる軌道誤差をＡＯＤ範囲制限内に保つことができるように、ｇａｌｖｏ速度は、工具経
路の或る部分において低下されてもよい。
【００９１】
　別の実施形態は、上記で説明されたように、ＡＯＤサブシステム５０６を用いてｇａｌ
ｖｏトラッキング誤差を「受動的に」補正することを含む。この実施形態において、選択
された加工軌道５２６は明示的な制約なしに計画され、ｇａｌｖｏサブシステム５０８は
、ＡＯＤサブシステム５０６で補正されたあらゆる結果として生じたトラッキング誤差に
より、この経路に従おうとする。この手法に対する制限は、ｇａｌｖｏにおける望ましく
ない動的挙動の励起（例えば、ミラー共振）と、ＡＯＤ誤差補正の性能が特定の用途のた
めの全体的なビーム位置決め要件を満たすようにトラッキング誤差を減少させるのに十分
なだけ適切ではない恐れとを含む可能性がある。
【００９２】
　或る実施形態において、ｇａｌｖｏ誤差のＡＯＤ補正は、ｇａｌｖｏトラッキング残差
を除去するために、個別に生成されたビーム軌道及びｇａｌｖｏ軌道と共に用いることが
できる。上記の実施形態のいずれかで説明されたＡＯＤ作動は、有効スポットサイズを制
御するためにビームを同時にディザリング又はデフォーカスする間に適用することができ
る。
【００９３】
　スループットへの別の制限は、特定のパターンの異なる部分を加工するために利用可能
なレーザパワーである可能性がある。所与の材料に対して、加工線量（パワーを速度で割
ったもの）は、アブレートされる機能部の断面積の関数であってもよい。システムが最大
の利用可能なレーザパワーを用いる場合、加工ビーム速度は、線量（速度＝パワー／線量
）によって決定されてもよい。高いスループットを維持するために、線量の変化にもかか
わらず、最高の可能な速度を維持することが望ましい場合がある。幾つかの事例において
、これは、線量の急な変化に起因して難しい場合がある。例えば、大面積の機能部を形成
するために比較的薄いトレンチを約５倍（５ｘ）だけ広げるときに高い速度を得ることは
難しい場合がある。この場合、この機能部設定の長さにわたってビーム速度が一定のまま
にされた場合に、速度は、拡大された領域で用いられた高い線量によって制約される場合
がある。これは、ビーム速度をより薄いトレンチに沿って不必要に減速させる可能性があ
る。主ビームポジショナ（ｇａｌｖｏ）の急加速及び急減速は、特にｇａｌｖｏの動的制
限に起因する急速な遷移に対して望ましくない場合がある。
【００９４】
　主ビームポジショナの急加速及び急減速を回避する又は低減するために、一実施形態に
よれば、利用可能なＡＯＤフィールドは、短いセグメントにわたってより低いビーム速度
をもたらす。例えば、トレンチ機能部は、約２ｍ／ｓの速度で加工されてもよく、１００
μｍの長さをもつ拡大された機能部は、３倍（３ｘ）遅い速度で加工されてもよい（指定
された線量が３倍高いため）と仮定する。２ｍ／ｓのｇａｌｖｏ速度が変化しないとする
と、ビームは、公称上は広い機能部の上を約５０μｓで通過する。しかしながら、ビーム
は、（適正な線量を維持するために）約２／３＝０．６７ｍ／ｓのビーム速度で機能部を
加工する。したがって、ＡＯＤ偏向の相対速度は、約２－０．６７＝１．３３ｍ／ｓであ
り、これは約５０μｓにわたって適用されてもよく、結果として約６７μｍ（＋／－約３
３μｍ）のＡＯＤ偏向が得られる。広い機能部に起因する区域全体の速度制限を回避する
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ことによって、この例示的な実施形態は、局所的な加工速度を約３倍だけ効果的に増加さ
せる。例えば、図１２は、こうした期間の間の速度軌道を例示する。図１２は、広い機能
部又は高い線量を用いる他の機能部におけるＡＯＤ速度補償と関連付けられた曲線をグラ
フで表す図である。広い機能部を予期して、ビーム速度が局所的にスピードアップし、且
つＡＯＤ位置がシフトする。広い機能部に到着すると、ビーム速度が低下され、且つＡＯ
Ｄ位置が減速を補償するためにそのフィールドを横切って左右に振れる（ｓｌｅｗ）。広
い機能部の加工後に、ビーム速度はそのスピードを回復し、ＡＯＤ位置はその中立位置に
戻る。
【００９５】
　加えて、又は別の実施形態において、ビームの平均速度は、一定の線量（パワー／速度
）を維持しながら動的に変化させる（変調させる）ことができる。或るこうした実施形態
において、ＡＯＤサブシステム５０６は、瞬間的なｇａｌｖｏ速度の関数として加工ビー
ムパワーを変調する。パワー変調は、より制限的な動的要件（例えば、アブレートされる
機能部の配向の急な且つ頻繁な変化）をもつ被加工物５２４の区域を加工するためにｇａ
ｌｖｏミラー５３３、５３５を減速し、又は緩和された動的要件をもつ区域（例えば、直
線区域又は配向の非常にゆるやかな変化をもつ区域）においてｇａｌｖｏミラー５３３、
５３５を増速する機能を提供する。リアルタイムのＡＯＤパワー制御なしでは、こうした
機能は可能ではなく、処理量の損失につながる。
【００９６】
　平行なライン・セグメント（例えば、隣接するトレンチ）を加工するときに、スループ
ットの改善のための別の機会が生じる。或るこうした実施形態において、ＡＯＤサブシス
テム５０６は、２つのラインが同時に加工されるように見えるぐらい十分に速い速度（例
えば１μｓ付近）で、加工ビーム５１２を２つのラインの間で切り換えることができる。
等しい線量を要求する等しい寸法の２つのラインに対して、並列加工は、要求されるレー
ザパワーを２倍にする。パワーが制限されたシステムでは、これは、速度が約５０％だけ
低下されることを要求する場合があり、スループットの利点を制限する。しかしながら、
これは、２つのラインに対する設定移動をなくし、且つそうでなければ最高速度の使用を
妨げる可能性がある速度に依存する動的制約を低減する場合がある。こうしたパワー制限
のないシステムでは、平行なラインの加工は、該区域に対するスループットを２倍にする
可能性がある。加えて、両方の事例において、こうしたラインの並列加工は、ラインとラ
インとの間隔の制御（ＡＯＤサブシステム５０６の再現性によって制御される）を改善し
、これはライン・インピーダンスを制御するための幾つかの用途においては利点である。
【００９７】
　ラインがコーナーを曲がるとき、２つのラインの経路長は、回転半径、回転角度、及び
ライン分離に依存して異なる。或るこうした実施形態において、２つのラインの有効ビー
ム速度は、２つのライン・セグメントの異なる経路長を考慮に入れるために調整すること
ができる。次いで、加工が２つのラインの間で切り替わる場合に、ＡＯＤサブシステム５
０６によってパワー（線量＊速度）が変調されてもよい。ラインの組が利用可能なＡＯＤ
フィールド内に適合し且つ適切に高い速度をもたらすのに十分なだけの加工ビームパワー
が利用可能である限り、同じ手法を複数のラインに延長することができる。
【００９８】
　多数のラインを同時に加工することは、複数のラインがそれらのそれぞれの経路の全体
にわたって平行なままではないときに、複雑な場合がある。或るこうした実施形態におい
て、適切な領域を並列に加工し、且つ交差部加工のために用いられる技術と同様に、遷移
領域を領域の端部（例えば、傾けられたフルエンス）に適用することができる。次いで、
同様に遷移した領域をもつ末端部で残りの区域を加工し且つ接合することができる。この
ようにして、スループットを高めるために並列加工の使用を最大限にすることができる。
【００９９】
　図１３は、一実施形態に係る並列加工と領域接合とを概略的に表す。図１３は、第１の
領域１３０８において互いに平行に走り且つ第２の領域１３０９において互いから発散す
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る複数のライン１３０６（ａ）、１３０６（ｂ）、１３０６（ｃ）、１３０６（ｄ）（ま
とめてライン１３０６と呼ぶ）を例示する。言い換えれば、ライン１３０６は、第１の領
域１３０８における平行な部分と、第２の領域１３０９における発散する部分とを有する
。図１３は、ライン１３０６が平行な部分から発散する部分へ変化する、遷移領域１３１
０を例示する。
【０１００】
　第１の領域１３０８においてディザリングを用いてライン１３０６を加工するために、
ＡＯＤサブシステム５０６は、レーザビームが第１の領域１３０８における相互の加工軌
道に沿った一回の通過で平行な部分を加工するように、レーザビーム・スポット位置をラ
イン１３０６の平行な部分の間で前後に動かす。ＡＯＤサブシステム５０６は、結果とし
てそれぞれの平行な部分に対応する異なる経路長をもたらす加工軌道に沿った回転を考慮
に入れるために、平行な部分の間で有効ビーム加工速度を調整する。ＡＯＤサブシステム
５０６はまた、平行な部分の各々に対して所望の加工線量を維持するために、調整された
有効ビーム加工速度に基づいてレーザビームのパワーも変調する。遷移領域１３１０に到
着すると、ＡＯＤサブシステム５０６は、３つのライン１３０６（ａ）、１３０６（ｂ）
、１３０６（ｃ）の平行な部分を選択的にシェイプし、一方、その加工軌道に沿ってライ
ン１３０６（ｄ）の加工を続け、遷移領域１３１０において３つのシェイプされたライン
１３０６（ａ）、１３０６（ｂ）、１３０６（ｃ）の加工を終える。シェイピングは、終
端したライン１３０６（ａ）、１３０６（ｂ）、１３０６（ｃ）が、後の時点で、それぞ
れの交差部での所望の深さを維持しながら、（それらのそれぞれの発散する部分によって
）交差することを可能にする。ライン１３０６（ｄ）の発散する部分の加工後に、ライン
１３０６（ａ）、１３０６（ｂ）、１３０６（ｃ）の発散する部分は、第２の領域１３０
９におけるそれらのそれぞれの発散する加工軌道に沿って順次加工される。
【０１０１】
　図１４は、一実施形態に係る第３のプロファイリング・サブシステム１４００を概略的
に例示する。第３のプロファイリングとは、ＡＯＤサブシステム５０６を第３のポジショ
ナ（例えば、ＸＹステージ及びｇａｌｖｏサブシステム５０８に加えて）として用いるこ
とを指す。例示的なレーザビーム第３ポジショナは、本発明の譲受人に譲渡され、且つ参
照によりその全体が本明細書に組み込まれる、米国特許第６，７０６，９９９号で説明さ
れる。本明細書で開示されたようなＡＯＤサブシステム５０６を用いる第３のプロファイ
リングは、ビーム経路を高速で（例えば、時間分解能を提供するために約１μｓでの更新
を用いる）プロファイリングすることを可能にし、ＡＯＤコマンドは、離散した時間境界
上で発行される。第３のプロファイリング・サブシステム１４００は、プロファイリング
・フィルタ１４０４と、遅延素子１４０６と、減算器１４０８とを含む。
【０１０２】
　図１４は、被加工物に切り込まれることが所望されるトレンチに対応する例示的なビー
ム・プロファイル１４１０を例示する。ビーム・プロファイル例１４１０は、ｇａｌｖｏ
サブシステム５０８を用いて高速で追跡するのが難しい場合がある急回転を含む。ビーム
・プロファイル例１４１０は、（コマンドされるビーム位置信号として）プロファイリン
グ・フィルタ１４０４と遅延素子１４０６に提供される。プロファイリング・フィルタ１
４０４は、ｇａｌｖｏサブシステム５０８にとって追跡するのが難しい場合がある高周波
数成分をフィルタで除去する低域通過フィルタを備える。プロファイリング・フィルタ１
４０４の出力は、位置プロファイル１４１２によって示されるようにｇａｌｖｏコマンド
（ｇａｌｖｏ制御信号）として用いられてもよい。図１４は、ｇａｌｖｏサブシステム５
０８によって提供された実際の位置１４１８に関するコマンドされた位置１４１６を示す
、位置プロファイル１４１２の拡大された部分１４１３を例示する。ＡＯＤサブシステム
５０６は、コマンドされた位置１４１６と実際の位置１４１８との間の差異を補正するの
に用いられる。
【０１０３】
　例示された実施形態において、プロファイリング・フィルタ１４０４は、有限インパル
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ス応答（ｆｉｎｉｔｅ　ｉｍｐｕｌｓｅ　ｒｅｓｐｏｎｓｅ）（ＦＩＲ）フィルタを備え
る。ＦＩＲフィルタは、あらゆる周波数範囲の信号に対して一定の遅延を自然に有する。
しかしながら、他のタイプのフィルタもまた用いられてもよいことを、本明細書での開示
から当業者は認識するであろう。遅延素子１４０６は、ビーム・プロファイル例１４１０
をプロファイリング・フィルタ１４０４によって導入される遅延とほぼ同じ量だけ遅延す
る。減算器１４０８は、ｇａｌｖｏコマンドから除去された高周波数成分を得るために、
遅延素子１４０６の出力からプロファイリング・フィルタ１４０４の出力を減算する。減
算器１４０８によって出力される高周波数成分は、次いで、ＡＯＤサブシステム５０６を
制御するためのＡＯＤコマンド信号として用いられてもよい。図１４は、ＡＯＤ位置コマ
ンド・プロファイル例１４１４を示している。図示されないが、対応する速度及び加速度
コマンド・プロファイルを計算するために位置コマンド・プロファイル１４１４に対する
微分が用いられてもよい。
【０１０４】
　さらなる例として、且つ限定ではなく、図１５Ａ、図１５Ｂ、図１５Ｃ、図１５Ｄ、及
び図１５Ｅは、一実施形態に係る図１４に示された第３のプロファイリング・サブシステ
ム１４００によって作成される及び／又は用いられる信号を例示する。図１５Ａは、第３
のプロファイリング・サブシステム１４００への例示的なビーム・プロファイルの入力を
例示する。図１５Ｂは、図１５Ａのビーム・プロファイル例に対応するＸビーム速度軌道
、Ｙビーム速度軌道、及びＸＹビーム速度軌道をグラフで例示する。図１５Ｃは、図１５
Ａの例示的なビーム・プロファイルに対応するＸビーム加速度軌道及びＹビーム加速度軌
道をグラフで例示する。図１５Ｄは、コマンドされた位置、速度、及び加速度信号を含む
、例示的なｇａｌｖｏ動的挙動を例示する。図１５Ｅは、コマンドされたエクスカーショ
ン及び誤差信号を含む、例示的な第３の（ＡＯＤ）動的挙動を示す。
【０１０５】
　図１６Ａ、図１６Ｂ、及び図１６Ｃは、或る実施形態に係るＡＯＤコマンドシーケンス
例を示す。図１６Ａにおいて、ＡＯＤコマンドシーケンスは、５μｓ境界と位置合わせさ
れる約５μｓ間隔でＡＯＤを更新する。こうした実施形態は、低速加工（例えば、約２０
０ｍｍ／ｓでの加工）のために十分なものである場合がある。図１６Ｂにおいて、高速Ａ
ＯＤコマンドシーケンスは、時間境界と位置合わせされないおよそ１μｓ間隔でＡＯＤを
更新する。任意のタイミング（あらゆる時間境界と位置合わせされない更新を伴う）は、
幾つかの実施形態において実施するのが難しい場合がある。例えば、交差部加工は、約２
ｍ／ｓ～約３ｍ／ｓの高速で約１μｓの分解能でＡＯＤ遷移が生じることを要求する場合
がある。こうした要件を満たすために、一定の速度で加工される任意のレイアウトは、変
化可能なサブマイクロ秒の時間分解能を用いてもよい。さらに、増加したスループットの
細いトレンチに対する高い速度を提供するため、フルエンスを維持するように広いトレン
チに対するより低い速度を提供するため、インラインでラスタするように（例えば、戻る
動きを減少させる又は無くすべく）ラスタされた領域にわたって減速（又は一時停止）す
るため、及び／又はｇａｌｖｏトラッキングを改善し且つＡＯＤをその境界内に保つよう
に必要な場合に減速するために、変化可能な速度での加工が望ましい場合がある。
【０１０６】
　一実施形態において、位置ベースのＡＯＤコマンドと任意のビーム軌道によってタイミ
ングが提供される。こうした実施形態において、トリガリングはＸＹ位置に基づく。した
がって、非線形のビームポジショナ軌道に対して、トリガは、機能部の場所に応じてＸ軸
又はＹ軸に基づく。この実施形態は、被加工物がリアルタイム位置コマンドデータ（Ｘと
Ｙとの両方）と、加工の間に用いられる広いダイナミック・レンジ（例えば、全フィール
ドにわたる高い分解能）で加工される際に、先入れ先出し（ｆｉｒｓｔ－ｉｎ－ｆｉｒｓ
ｔ－ｏｕｔ）（ＦＩＦＯ）トリガデータをストリーミングすることに起因して増加したフ
ィールド・プログラマブル・アレイ（ＦＰＧＡ）データ処理要件を有する場合がある。こ
の実施形態はまた、変化可能な速度での加工に対して提供されないコマンド・トリガリン
グを用いてもよい。
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【０１０７】
　別の実施形態において、タイミングは、時間ベースのＡＯＤコマンドと、修正されたビ
ーム軌道によって提供される。この実施形態は、ＡＯＤコマンド遷移をセグメント境界に
制限する可能性があり、セグメントは、要求に応じてＡＯＤコマンドを含むように細分化
される場合がある。この実施形態は、セグメントを、ビーム速度から加工の幾何学的形状
を分離する位置（時間ではない）境界と位置合わせする。この実施形態はまた、境界が規
則的な時間間隔でヒットするようにセグメント速度を調整し、これは、融通性のある変化
可能な加工速度、第３のビームポジショナで容易に実施される速度変化、及び速度変化を
制約するためのＡＯＤ遷移間隔に対する妥当な制約を提供する。この手法は、例えば、離
散した予測可能な時間境界上でのレーザ・パルシング制御を要求する可能性がある、パル
スレーザシステムにおいて有利な場合がある。
【０１０８】
　図１６Ｃにおいて、ＡＯＤ更新は、１μ秒間隔で発生し、且つ離散した決定論的な１μ
ｓ境界と位置合わせされる。機能部の位置は、しかしながら、工具経路（ｔｏｏｌ　ｐａ
ｔｈ）において任意に位置付けられてもよい。任意に位置付けられた機能部と時間におい
て位置合わせするために、機能部の間の速度が予め定められる。したがって、或るこうし
た実施形態において、機能部の間のセグメントごとに速度変調が用いられる。図１７Ａ及
び図１７Ｂは、或る実施形態に係る速度変調の例をグラフにより示す。図１７Ａにおいて
、速度変調は、最適な加工速度に対応する位置増分に基づくタイミングを用いる。図１７
Ｂにおいて、速度変調は、タイミングを離散時間増分（同じ位置増分）と位置合わせする
ことによって速度を調整する。或る実施形態において、公称上はＤｓｅｇ／Ｖｎｏｍ（こ
こで、Ｄｓｅｇ＝セグメント長さであり、Ｖｎｏｍ＝最高加工速度である）に等しいセグ
メント境界の間の時間デルタ（Δ）は、次の離散した時間境界に切り上げられる。速度変
調の間、線量は一定に保たれてもよい（例えば、速度の変化に伴ってパワーを変化させる
ことによって）。最小位置増分（ΔＰｍｉｎ）と最大時間増分（ΔＴ）は、加工速度の相
対的な下降を、Ｖｎｏｍ＊ΔＴ／ΔＰｍｉｎと結びつけるように選択されてもよく、式中
、Ｖｎｏｍは公称速度である。例えば、３ｍ／ｓで１５％の速度変化を提供するように、
ΔＴは、１μｓとなるように選択されてもよく、ΔＰｍｉｎは、２０μｍとなるように選
択されてもよい。速度変化がほんの短い期間にわたって発生するので、これは、スループ
ットに対する影響はほとんど無い又は影響をもたない場合がある。
【０１０９】
　第３のプロファイリングは、離散したＡＯＤ更新周期とＡＯＤ速度項（ｖｅｌｏｃｉｔ
ｙ　ｔｅｒｍ）からの結果である、位置決め誤差をもたらす可能性がある。例えば、図１
８は、一実施形態に係る位置コマンド信号１８１２に関する位置決め誤差１８１０と、結
果として得られたＡＯＤ位置プロファイル１８１４をグラフで例示する。図１８に示すよ
うに、ＡＯＤは、例えば、機械式ミラーがそうであるのと同じ様式でコマンド更新の間に
左右に振れない。したがって、例えば、３ｍ／ｓの速度での１μｓの更新周期は、約＋／
－１．５μｍの位置決め誤差をもたらす場合がある。更新周期は、この誤差を制限するこ
とが要求される場合には減少されてもよい。ＲＦ波形をチャーピングすることは、或る実
施形態において位置決め誤差を減少させる可能性がある。図１５Ｅは、例示的な位置誤差
をグラフで例示する。
【０１１０】
　ＩＸ．ビーム・ポインティングの安定化
　良好な精度及び／又は再現性を提供する或るレーザ加工用途において、角度又は並進ビ
ームジッタの寄与が誤差量（ｅｒｒｏｒ　ｂｕｄｇｅｔ）の大部分となることがある。ジ
ッタは、レーザ光源に固有のビームの動きに起因する、又はビーム経路における空気乱流
（ビーム経路内の空気温度差によって悪化される）及び／又は光学縦列内の機械的振動に
起因する場合がある。レーザ走査システムでは、角度誤差は、スキャンレンズの焦点距離
によってスケール変更されるときに被加工物における位置誤差に直接寄与する。ビーム並
進誤差は、被加工物において（補償されていない）ビーム角をもたらすことによって、被
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加工物の誤差に間接的に寄与し、被加工物の表面のあらゆるＺ高さ変動によってスケール
変更されるこの角度は、被加工物上のＸＹビーム位置決め誤差をもたらす。
【０１１１】
　図５に示されたシステムのようなＡＯＤ偏光機能を備えるシステム５００は、付加的な
稼動コストがほとんど無し又は全く無しで、ビームジッタを補正することができる。セン
サ（図示せず）を光路に沿って（例えば、スキャンレンズ５２０の近くに）位置付けるこ
とによって、フィードバック制御は、ビームをスキャンレンズ５２０の中に正しく位置決
めされた状態に保つように、ＡＯＤ偏向をコマンドすることができ、これはビーム位置の
精度及び再現性を改善する場合がある。多くのビームジッタ源の周波数成分は、比較的低
い（例えば、空気乱流に対して約１０Ｈｚ未満であり、機械的振動に対して約５００Ｈｚ
未満である）場合があり、したがって、ＡＯＤサブシステム５０６によって容易に補正可
能である。この手法における制限因子は、ビーム角及び並進を検出するのに用いられるセ
ンサのノイズ成分である場合がある。
【０１１２】
　ＡＯＤの意図的な偏向（選択された被加工物軌道をもたらすためにコマンドされる）は
、測定を行うときに考慮に入れられてもよい。例えば、ＡＯＤにより偏向されたビームを
スキャンレンズ５２０に伝送するためにリレー光学系が用いられない光学縦列において、
ＡＯＤの偏向角は、ＡＯＤサブシステム５０６からスキャンレンズ５２０までのビーム経
路長によってスケール変更されるときに、スキャンレンズ５２０における並進オフセット
をもたらす。単純な校正は、これがジッタ補正の前に測定値から除去されることを可能に
する。校正は、必要な場合に、ＡＯＤサブシステム５０６からスキャンレンズ５２０まで
の経路長の関数として行うことができる。しかしながら、一般に、加工ビームがセンサ上
にフォーカスされる場合、横方向のビームの動きがセンサにおけるスポット位置に影響を
及ぼさないので、こうした補償は要求されない可能性がある。
【０１１３】
　ジッタ補正は、高いパワーを与えられるＡＯＤデバイスに対して発生する可能性がある
ＡＯＤの加熱に起因するビームの熱ドリフトのような、ＡＯＤ作動からの望ましくない副
作用を補正することができることにも注目されたい。
【０１１４】
　Ｘ．プロセスの改善：デューティサイクル
　幾つかの実施形態において、ＡＯＤサブシステム５０６は、レーザ／材料の相互作用プ
ロセスの改善を可能にする。１つの例において、誘電体材料に切り込まれるトレンチの断
面積は、被加工物に適用される「線量」（加工ビームパワーをビーム速度で割ったもの）
に対して敏感である。幾つかの用途における最良の又は改善された性能のために、適用さ
れる線量は、溶融又は炭化のような熱影響域（ｈｅａｔ　ａｆｆｅｃｔｅｄ　ｚｏｎｅ）
（ＨＡＺ）の影響を回避するために材料のアブレーション閾値よりもかなり高く保たれる
場合がある。ビームポジショナの動的挙動又はレーザパワーによって課される制約に起因
して幾つかの状況において用いられる場合がある低速では、適用された線量が、望ましく
ないＨＡＺ効果をもたらし始める場合がある。したがって、一実施形態に係るＨＡＺ効果
を回避する又は低減するために、ＡＯＤサブシステム５０６は、平均パワーを特定の作動
条件のために用いられるレベルに減少させながら高いピークパワーが維持されるように、
加工ビーム５１２のパワー・デューティサイクルを変調する。例えば、加工ビーム５１２
を約１００ｍｍ／ｓで動かすとき、約１０％のデューティサイクル（約１μｓオン、９μ
ｓオフ）をもつようにビームを変調することは、減衰された１００％デューティサイクル
・ビームに対してピークパワーを約１０倍（１０ｘ）だけ増加させながら、約１μｍの容
認できるぐらい小さい「バイトサイズ」（パルス間隔ごとの増分プロセス長さ）をもたら
す。上記で概説されたジッタ補正と同様に、この機能は、付加的なコストがほとんど無い
、又は無い場合がある。
【０１１５】
　ＸＩ．プロセスの改善：プルームの回避
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　ＡＯＤ作動はまた、被加工物上の又は被加工物内の対象材料のアブレーションの間のプ
ルームの影響を低減し又は回避する機能を提供する場合がある。プラズマ、ガス、又は粒
子状の破片として排出される場合がある、被加工物からアブレートされる材料は、例えば
、波面歪み、パワー減衰、及び／又はポインティング効果を通じて加工ビームスポットの
品質に影響を及ぼすことがある。一実施形態に係るプルームの影響を緩和するために、各
スポットが前のスポットのプルームの影響によって影響を及ぼされないように、加工スポ
ットの位置が加工の間に切り換えられる。加工速度Ｖで走るときに、利用可能なＡＯＤフ
ィールド距離（Ｄａｏｄ）にわたるＮ個の位置（選択された加工軌道に沿って存在するす
べてのスポットを備える）の間で加工スポット位置を切り換えることができる場合、前方
の加工スポットのプルームは、次のスポットに影響を及ぼす前にＤａｏｄ／Ｖ／Ｎ秒で消
散する。例えば、位置Ｎ＝５、Ｄａｏｄ＝５０μｍ、及びＶ＝２ｍ／ｓのとき、前方の加
工スポットのプルームは、次のスポットに影響を及ぼす前に消散するのに約５μｓを有す
る可能性がある。加工軌道が湾曲セグメントを含むとき、分布したスポットの位置は、選
択された軌道上に残るように調整されてもよい。
【０１１６】
　ＸＩＩ．レンズを通した視認（ｔｈｒｏｕｇｈ－ｔｈｅ－ｌｅｎｓ　ｖｉｅｗｉｎｇ）
　レーザ加工機において、加工ビームは、被加工物機能部と位置合わせされる。位置合わ
せは、被加工物の位置合わせ基準（例えば、位置合わせ対象）を位置合わせカメラで識別
し、次いで、校正を通じてカメラの視野を加工ビーム位置にマッピングすることによって
行うことができる。速度と効率は、これが２ステッププロセス（レーザとカメラとの校正
誤差、及びカメラ基準識別誤差に関係する）を用いるので、及びカメラとスキャンレンズ
が互いから分離され、これが位置決め段階の再現性と精度に起因する別の不確かさを加え
るので、低下される場合がある。
【０１１７】
　或る実施形態において、１つの画像で加工ビームと被加工物との両方のビューを取り込
むためにレンズを通した視認を用いることがより望ましく、これは、ビームと基準目標と
の間の相対位置の測定を可能にする。これは、図５に示されたスキャンレンズ５２０を２
つの波長（加工波長と視覚波長）で作動するように設計することによって達成されてもよ
い。スキャンレンズの設計では、加工波長と視覚波長との両方に適応するように妥協が時
々なされる場合がある。一実施形態は、基準を撮像するときに被加工物５２４を加工ビー
ム波長で照らすことによって、この妥協を克服する。
【０１１８】
　例えば、図１９は、一実施形態に係るラスタ照明のためにＡＯＤサブシステム５０６を
用いるレンズを通した視認のためのシステム１９００のブロック図である。システム１９
００はまた、カメラ１９１０と、撮像レンズ１９１２と、ミラー１９１４と、部分リフレ
クタ１９１６と、スキャンレンズ５２０とを含む。図５に関して上記で解説したように、
ＡＯＤサブシステム５０６は、フォーカスされたレーザビーム５２５を被加工物５２４に
提供する、スキャンレンズ５２０に提供される加工ビーム５１２を偏向するためのＡＯＤ
５３０、５３２を含む。加工ビーム５１２と同じ波長をもつ照明源を見つけ出すことは難
しい場合があり、（数ナノメートル以内でさえも）異なる波長を用いることは検査分解能
を劣化する可能性がある。
【０１１９】
　代わりに、加工ビーム５１２の一部を分離（ｓｐｌｉｔ　ｏｆｆ）し、被加工物５２４
を照射するのに用いることができる。これは、ビームスプリッタ及びデフューザ又は他の
デフォーカス素子で行うことができ、これは付加的な光学的構成要素、位置合わせ、及び
複雑さを与える可能性がある。したがって、図１９に示された実施形態において、ＡＯＤ
サブシステム５０６は、被加工物５２４上の領域を一様なフルエンスで満たすラスタパタ
ーンを用いて被加工物５２４を照らすために用いられ、且つ被加工物５２４への加工ビー
ムの位置合わせのための参照として用いるためにより高い強度の１つの参照スポットを含
む。部分リフレクタ１９１６は、被加工物５２４から反射された光をピックオフし、ミラ
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ー１９１４は、反射された光を撮像レンズ１９１２を通して向け直して、カメラ１９１０
に像をフォーカスする。被加工物５２４で反射された光をピックオフし且つスキャンレン
ズ５２０に再結像するために光路を付加することは、カメラ１９１０が被加工物５２４及
び参照スポットを撮像し且つ基準に対するビームの相対的な位置合わせを判定することを
可能にする。
【０１２０】
　図１９に示された実施形態はまた、スポット焦点（位置合わせカメラにおけるスポット
サイズを最小にする）を維持するために、正しいスキャンレンズＺ高さ調整を決定する機
能を提供することができる。３～５個の個別のレンズＺ高さで再結像されたスポットサイ
ズを記録することは、期待されるスポットサイズ成長対Ｚ高さへの曲線の当てはめ後に最
適なスポット位置を導出するのに十分な情報を提供する場合がある。
【０１２１】
　この位置合わせ技術は、非常に良好なビームと基準との位置合わせ精度（例えば、スポ
ットサイズの約１０％未満）を提供することができる。これは、被加工物上のＸＹ位置が
加工と位置合わせに対して同じであってもよいので、被加工物上の２つの個別のスキャン
・フィールド領域を迅速に位置合わせする機能を提供することができる。１つのスキャン
・フィールドのスポットを隣接するスキャン・フィールドの加工された機能部と位置合わ
せすることによって、まだ互いに接合されている２つの加工フィールドが高い精度で個別
に加工されてもよい。
【０１２２】
　レンズを通した視認の付加的な特徴は、加工されるべき部分の表面にわたるビーム位置
決め誤差をマッピングする能力である。こうした広いフィールドにわたる部品の加工の１
つの課題は、ビームがテレセントリックではない場合があり（例えば、被加工物における
ビーム角がゼロではない又は法線方向から外れる場合がある）、且つフィールドにわたっ
て変動することである。任意のＺ高さ変動によって乗算されるこの角度が、ＸＹ位置決め
誤差をもたらす。広いフィールドのスキャンレンズに対するテレセントリック角は、約１
５度までとなる場合がある。被加工物の表面変化は、約＋／－１００μｍとなる場合があ
る。したがって、テレセントリック角と被加工物の表面変化との組合せが、（例えば、約
１０μｍから約２０μｍまでの間の範囲内の誤差量に対して）約＋／－２６μｍまでのＸ
Ｙ誤差をもたらす場合がある。フィールドにおける幾つかの点（加工フィールドにわたっ
て部品のＺ起伏を精密にマッピングするのに十分なだけのサンプル）でのこれらの位置オ
フセットを記録するためにレンズを通した視認を用いることによって、テレセントリック
誤差を除去することができる。基準に対する加工スポットの場所が精密に（数ミクロン以
内に）測定されてもよいように、被加工物上の一組の参照基準が用いられてもよい。レン
ズを通した（ｔｈｒｏｕｇｈ－ｔｈｅ－ｌｅｎｓ）構成においては、スポット位置の絶対
測定が難しい場合がある。スポット位置の測定は、しかしながら、位置合わせの間に又は
部品加工の間にリアルタイムで行われてもよい。
【０１２３】
　ＸＩＩＩ．例示的なＡＯＤ制御の実施形態
【０１２４】
　（ａ）序文
【０１２５】
　このセクションは、加工の間にＡＯＤ偏向コマンドを判定する式の例を含む、一実施形
態に係るＡＯＤ制御アーキテクチャを用いるＬＤＡ加工を説明する。
【０１２６】
　ＡＯＤは、少なくとも２つの機能、すなわち、（１）加工ビームの寸法を広げるための
ビーム位置ディザリング、及び（２）アブレートされた機能部に対する傾き制御を可能に
するための振幅変調を提供する。傾き制御は、機能部の交差部における容認可能な深さ変
動を得る態様である。
【０１２７】
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　ＡＯＤ周波数及び振幅変調コマンドは、この例においてＦＰＧＡを通じて更新される。
例えば、図２２は、一実施形態に係るＦＰＧＡ２２００において実行されるＡＯＤ制御デ
ータフローを表すブロック図である。公称更新周期は約２６０ｎｓである。基本ディザ・
テーブル２２１０は、アプリケーション毎の基準でＦＰＧＡ２２００にロードされてもよ
い。このディザパターンは、加工の間に動的に２つのＡＯＤ軸の間でスケール変更され且
つ分割される。加えて、振幅変調コマンドがレーザパワーを動的に制御する。
【０１２８】
　このアーキテクチャは、例えば、異なるディザ波形、ｇａｌｖｏ誤差補正、及び／又は
プロファイリング支援の組を含むように拡張されてもよいことを、本明細書での開示から
当業者は認識するであろう。
【０１２９】
　（ｂ）全般的な定義
【０１３０】
　ＸＹビーム位置決め軸は、ＡＯＤ軸と位置合わせされない（ｇａｌｖｏブロック内部の
回転ミラーの角度のために）。したがって、この例におけるＡＯＤ軸は、軸Ｘ及びＹでは
なく軸０及び１として言及される。
【０１３１】
　ディザ：一方又は両方のＡＯＤ軸への周波数コマンドを迅速に変えるプロセス。被加工
物上の又は被加工物内の加工ビームの場所は、ＡＯＤ周波数コマンドの線形関数である。
【０１３２】
　Ｆ０：ＡＯＤ周波数コマンド、軸０。
【０１３３】
　Ｆ１：ＡＯＤ周波数コマンド、軸１。
【０１３４】
　Ｆｎｏｍ：ゼロ偏向のときの公称ＡＯＤ周波数コマンド（公称上は１１０ＭＨｚ）。
【０１３５】
　Ｆｄ［１．．Ｎｄ］：上記で説明された「ディザ・テーブル」２２１０を備える偏向周
波数の組。
【０１３６】
　Ｎｄ：偏向周波数点の数。
【０１３７】
　Ｋｗ：ディザ幅スケーリングファクタ。ディザなし（公称加工ビーム）のときＫｗ＝０
。
【０１３８】
　Ｗ０：公称幅（ディザリングされていない加工ビームのとき）。
【０１３９】
　Ｗｍａｘ：ＡＯＤフル偏向のときの最大幅。
【０１４０】
　Ｌｗｃ：幅変化遷移の長さ。
【０１４１】
　Ｗｋ：プロセス・セグメントｋの端部の幅。
【０１４２】
　θ０：ディザ角オフセット。システムＸＹ軸に対するこの角度で切削されるルート（ｒ
ｏｕｔｓ）は、トレンチを広げるためにＡＯＤ１を偏向する。角度は、Ｘ軸に対して画定
されるプラスのＣＣＷである。
【０１４３】
　Ｖｘ＝Ｘ軸速度。
【０１４４】
　Ｖｙ＝Ｙ軸速度。
【０１４５】
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　線量：トレンチ品質を決定する基本プロセス・パラメータであり、パワー／速度、又は
Ｗ／（ｍ／ｓｅｃ）＝（Ｊ／ｓｅｃ）／（ｍ／ｓｅｃ）＝Ｊ／ｍとして定義される。加工
の間、線量は、焦点における公称（ディザリングされない）加工ビームに対して定義され
る場合がある。
【０１４６】
　（ｃ）ＡＯＤ周波数の更新
【０１４７】
　次式は、例示的な実施形態に係る加工の間にＡＯＤ周波数コマンドを生成するプロセス
を説明する。インデックスは、以下に示すように、ＳＣＣから流れる又はデータテーブル
から引き出される変数に対して用いられる。インデックスのない変数は、計算され又は測
定される。この例において、「ｊ」個のプロセス・セグメント（種々のタイミング）と、
ＦＰＧＡ２２００からの「ｋ」個の更新（公称上は２６０ｎｓ）が存在する。
【０１４８】
　ＤＳＰ及びＦＰＧＡ２２００の更新周期は公称であり、スループット（ＤＳＰに対する
）又はＡＯＤドライバの性能（ＦＰＧＡ２２００に対する）に応じて、（例えば、０．１
～５．０μ秒の範囲内に）調節されてもよいことに注意されたい。
【０１４９】
　（ｃ－ｉ）直線加工
【０１５０】
　Ｗ［ｊ］＝現在のプロセス・セグメントに対する幅であるとき、
Ｋｗ＝（Ｗ［ｊ］－Ｗ０）／（Ｗｍａｘ－Ｗ０）、
θ＝ａｔａｎ（Ｖｙ／Ｖｘ）－θ０、
Ｆｏ＝Ｆｎｏｍ＋Ｆｄ［ｋ］＊Ｋｗ、
Ｆ０＝Ｆｏ＊ｃｏｓθ、
Ｆ１＝Ｆｏ＊ｓｉｎθ。
【０１５１】
　（ｃ－ｉｉ）コーナー加工
【０１５２】
　加工軌道が方向を変える場合、Ｖｙ及びＶｘは、回転セグメントの間に動的に変化する
。回転は、（公称上）一定の接線速度（Ｖｘ＾２＋Ｖｙ＾２＝一定）で行われる。θは、
時間、既知の最初の角度及び最後の角度の関数として補間されてもよい。
【０１５３】
　工具経路は、特にＫｗ＞０である広いラインのとき、コーナーが連続し且つ正弦プロフ
ァイル（又は正弦プロファイリングへの適切な近似）となるように、平滑化されたセグメ
ントのみを用いるように任意選択で制約される場合がある。
【０１５４】
　（ｃ－ｉｉｉ）幅の変化
【０１５５】
　幅の変化の間、ディザ係数Ｋｗはリアルタイムで更新される。
【０１５６】
　Ｔｓｅｇ＝幅変化セグメントの加工に費やされた累積時間（時間の関数）であるとする
と、
Ｖ［ｊ］＝Ｖ［ｊ－１］＝プロセス・セグメントの速度、
Ｌｗｃ＝幅変化プロセス・セグメントの長さとなる。
【０１５７】
　時間の関数としてのリアルタイムの幅は、
Ｗ＝Ｗ［ｊ－１］＋（Ｗ［ｊ］－Ｗ［ｊ－１］）＊Ｔｓｅｇ／（Ｌｗｃ／Ｖ［ｊ］）
であってもよく、次いで、ディザ係数Ｋｗは、
Ｋｗ＝（Ｗ－Ｗ０）／（Ｗｍａｘ－Ｗ０）
であってもよい。
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【０１５８】
　（ｄ）パワー変調
【０１５９】
　（ｄ－ｉ）作動モード
【０１６０】
　ＡＯＤサブシステムにおけるパワー変調は、ビーム「シャッタリング」（オン／オフ）
、中程度の更新速度（約０．１～５μｓ）での加工の間のパワー変調、及び高い更新速度
（約２６０～２０００ｎｓ）での偏向ディザリングの間のパワー変調を含む、幾つかの目
的を達成する。
【０１６１】
　この例におけるビーム「シャッタリング」は、ドライバのデジタル変調離散入力（ｄｉ
ｇｉｔａｌ　ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ｄｉｓｃｒｅｔｅ　ｉｎｐｕｔ）（ＤＭＯＤ）を通
じて提供される。プロセス制御及びディザリングのためのパワー変調は、ＡＯＤドライバ
のアナログ変調入力（ａｎａｌｏｇ　ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ｉｎｐｕｔ）（ＡＭＯＤ）
を通じて提供される。
【０１６２】
　シャッタリングは、実質的にフル消光（アナログ変調は、ゼロコマンドであってもパワ
ーをリークする場合がある）を提供するようにオン／オフ制御するために用いられてもよ
い。これは、例えば、Ｑスイッチ制御なしのモードロックされたレーザに対して有用であ
る。
【０１６３】
　加工パワー変調は、速度が動的に変化する場合に又は交差部における機能部の端壁の傾
きをシェイプするために、被加工物機能部に対する所望の線量（パワー／速度比）を維持
することを意図される。
【０１６４】
　ディザリングパワー変調は、少なくとも２つの目的、すなわち、（１）偏向コマンドの
関数として回折効率を正規化するため、及び（２）側壁に制御された傾きをもたらすため
に用いることができる偏向位置の関数としてビーム強度プロファイルを形成するために機
能する。傾き制御（具体的には、減少された傾き角）は、アブレートされる機能部の交差
部における深さ制御を改善する。
【０１６５】
　（ｄ－ｉｉ）加工パワー変調
【０１６６】
　パワーは、線量と速度の関数として変調される。速度は、加速セグメント及び減速セグ
メントの間に変動し、線量は、異なる幅をもつ２つのセグメントの線量の間で遷移するセ
グメントにおいて、又は異なる深さに遷移するために変動する場合があり、
線量＝線量［ｊ－１］＋（線量［ｊ］－線量［ｊ－１］）＊Ｔｓｅｇ／（Ｌｗｃ／Ｖ［ｊ
］）
である。そして、加工パワーは、線量と速度との積によって変調され、
Ｐ＝線量＊Ｖ
である。
【０１６７】
　パワーは、ＡＯＤにおける減衰を通じて制御されてもよい。ＡＯＤは、その減衰応答を
線形化するために校正されてもよい。最大（減衰されていない）パワーレベルＰｍａｘは
、部品を加工する前に測定されてもよい。したがって、
Ａｔｔｅｎ＝Ｐ／Ｐｍａｘ
である。
【０１６８】
　（ｄ－ｉｉｉ）高速パワー変調（「シェイピング」）
【０１６９】
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　位置決めディザと同期された高速振幅変調は、正確な交差部加工に対応するように側壁
の傾き制御をプロファイルするために強度を合わせる。これは、ビームの強度プロファイ
ルの「形成」として知られている。この変調は、それらが２つの個別のステップであって
もよいので、本明細書で解説された高速線形化補償と混同されるべきではないことに注意
されたい。所望の速度（例えば、約２６０ｎｓの更新速度）のために、高速変調は、ＦＰ
ＧＡ参照テーブル（ＬＵＴ）において実施される。
【０１７０】
　スケーリングファクタＫｓは、上記で説明された偏向ディザと同様に強度シェイピング
をスケール変更する。スケーリングは、交差部に対してのみシェイピングが用いられるこ
とを可能にし、したがって、広い機能部の長期にわたる実行の間の顕著なパワー損失を回
避し又は低減する。
【０１７１】
　Ｎｄ＝ディザ・テーブル２２１０におけるエントリの数（例えば、約２５６エントリ）
、
Ｓｈａｐｅ［ｋ］＝シェイピング値のテーブル２２１２（０～１；Ｎｄエントリ）、
Ｋｓ＝シェイピング・スケールファクタ（０～１；０．１～５μｓの速度で更新される）
と与えられると、
次に、シェイピングテーブル２２１２のスケーリングは、
Ｋｓｈａｐｅ＝１－Ｓｈａｐｅ［ｋ］＊Ｋｓ（ｋが１とＮｄとの間で連続的に循環すると
き）
によって与えられる。
【０１７２】
　すべての１秒のＳｈａｐｅ［　］テーブル２２１３は、実際にはゼロパワー（Ｋｓ＝１
のとき）に対応することに注意されたい。したがって、テーブルは、（１－ＮｏｍＳｈａ
ｐｅ）をロードされてもよく、ここで、ユーザは、フルパワーのときＮｏｍＳｈａｐｅ＝
１、及びゼロパワーのとき０を指定する。
【０１７３】
　（ｄ－ｉｖ）ＡＯＤ応答及び線形化
【０１７４】
　上記で説明されたパワー変調モードは、振幅変調コマンドがビームパワーにおける線形
応答を生じることを前提とする。しかしながら、振幅変調コマンドへのＡＯＤの応答は、
非線形である場合があり、したがって、正規化される場合がある。
【０１７５】
　ＡＯＤは、（偏向振幅を決定するＲＦ周波数と共に）そのＲＦ駆動部振幅が変動すると
きに出力ビームパワーを減衰する。減衰特徴は、振幅変調コマンドの或る値においてピー
ク伝送（最小減衰）をもつ正弦関数によって概算される。この関係は、図２０及び図２１
に示されたものと同様の「回折効率（ｄｉｆｆｒａｃｔｉｏｎ　ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ）
」（ＤＥ）曲線によって例示される。単一のＲＦ周波数（したがって固定された偏向角）
に対して、この変調曲線は、単一の（ＬＵＴ）を通じて線形化されてもよい。
【０１７６】
　異なるＲＦ周波数（偏向位置）が用いられるときに困難な状況が生じる場合がある。Ｄ
Ｅ曲線のピークは、異なる変調コマンドで発生する可能性があり、ＤＥピーク値は、ＲＦ
周波数の関数として変動する場合がある。この影響は、小さい（例えば、小さい偏向範囲
に対して約１０％～約２０％のオーダー、スポット直径の５～１０倍のオーダー）場合が
あるが、幾つかの加工用途の懸念事項となるのに十分なだけ大きい場合がある。
【０１７７】
　これを適正に正規化するために、周波数の特定の範囲に対して固有の振幅変調補正ＬＵ
Ｔを適用することができる。偏向範囲が中程度（例えば、スポット直径の約３倍～５倍）
である、或る実施形態に対しては、８つのＬＵＴが十分である。各ＡＯＤ軸に対して一組
のＬＵＴが用いられてもよい。
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【０１７８】
　ＬＵＴは、振幅変調コマンドへの直接マッピング又は線形化スケーリングファクタのい
ずれかを提供することができる。スケールファクタの実装は、データポイントの数及び／
又は補間する必要性を低減することができる。スケーリングの実装は図２２に示される。
【０１７９】
　或るＡＯＤ作動モードは速い（例えば、約４ＭＨｚ）振幅変調を用いる可能性があるの
で、ＬＵＴ補正は各周波数コマンド更新に対して（ＦＰＧＡレベルで）適用される場合が
ある。
【０１８０】
　（ｄ－ｖ）振幅変調の要約
【０１８１】
　要約すれば、振幅変調は、３つの減衰因子、すなわち、（１）加工パワー、（２）速い
振幅変調（位置ディザリングと同期される）、及び（３）周波数に依存する線形化、の積
によって生成されてもよい。完全なパワー変調シーケンスは、以下のように説明すること
ができる。加工パワー変調値（Ｋｐｗｒ）が、プロセス更新周期ごとに１回、線量及び速
度（パワー＝線量＊速度）に基づいて指定され、周波数コマンドが（ディザ更新サイクル
ごとに１回）ディザ・テーブル２２１０から計算され、高速振幅変調値（Ｋｓｈａｐｅ）
が（ディザ更新サイクルごとに１回）計算され、所望の減衰コマンドがＡｔｔｅｎＤｅｓ
＝Ｋｐｗｒ＊Ｋｓｈａｐｅによって与えられ、振幅変調コマンドが現在の周波数コマンド
とＡｔｔｅｎＤｅｓに基づいて線形化ＬＵＴによって生成される。
【０１８２】
　図２２は、位置ディザ、シェイピング減衰、低速減衰、及び線形化の詳細を含む、ＦＰ
ＧＡ　ＡＯＤ制御ブロックを例示する。
【０１８３】
　或る実施形態において、１つのみのＡＯＤがパワーを制御するのに必要とされる場合が
あることに注目されたい。ＡＯＤは「飽和」又はフルスケール振幅変調においてより予測
どおりに作動するので、アナログ変調コマンドを１つのＡＯＤチャネル（Ｃｈ０）に対し
て一定に保つ際に利点が存在する場合がある。第２のＡＯＤ（Ｃｈ１）はビーム減衰を制
御する。
【０１８４】
　線形化テーブル２２１４は、Ｃｈ０の光学的効率を線形化するのに依然として用いられ
る。Ｃｈ０減衰コマンド（Ａｔｔｅｎ０）と、全体に及ぶ（ｇｌｏｂａｌ）低速減衰コマ
ンド（Ｋｐｗｒ）と、ディザ減衰（Ｋｓｈａｐｅ）との積が、Ｃｈ１の選択された減衰（
Ａｔｔｅｎ１）である。これは、Ｃｈ１アナログ変調コマンドを生じるＣｈ１線形化テー
ブル２２１５によって処理される。
【０１８５】
　Ｃｈ０に対するＣｈ０アナログ変調コマンド出力は１に保たれる。Ｃｈ０に対する線形
化テーブル２２１４は、このとき単一のパラメータ（周波数コマンド）の関数である。Ｃ
ｈ１線形化テーブル２２１５は、選択された減衰と周波数コマンドとの両方の関数のまま
である。
【０１８６】
　（ｅ）分解能とタイミング
【０１８７】
　上記で説明されたデータに対する最小分解能及び更新速度は、以下の表に要約される。
より高い分解能又はより速い更新速度は容認可能である。以下で解説されないが、ディザ
更新周波数に近いパルス繰返し周波数をもつレーザを用いる場合、ＲＦ周波数の更新は、
レーザパルスタイミングと同期されてもよい。
【０１８８】
　待ち時間補正２２１６は、パワー制御とビーム位置決めとを同期するために提供される
場合がある。交差部加工の間の協調許容誤差は、被加工物において約１μｍ～約２μｍの
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能をもつパワー協調を用いる。
【０１８９】
　この協調が用いられる少なくとも２つの領域が存在する。両方の事例において、交差部
加工の品質は、交差するトレンチの壁の傾きの制御に依存する。
【０１９０】
　（ｅ－ｉ）振幅変調のシェイピング
【０１９１】
　振幅変調をシェイピングする目的は、ディザ周波数と同期された振幅変調でトレンチ機
能部の側壁をシェイプすることである。ＤＡＣ変換及び／又はＡＯＤドライバ応答のよう
な待ち時間ソースが考慮に入れられてもよい。一実施形態において、シェイピングテーブ
ル２２１２は、各々に対する更新周期が１マイクロ秒未満であるので、周波数ディザ・テ
ーブル２２１０に対して「歪められる（ｓｋｅｗｅｄ）」。
【０１９２】
　（ｅ－ｉｉ）低速振幅変調
【０１９３】
　振幅変調の目的は、一般的なプロセス制御であり、例えば、所望の機能部深さを維持す
るための線量制御である。１つの事例は、交差するトレンチの端部におけるパワー制御で
ある。この場合、パワーは、適正な位置で適正な端壁の傾きを生じさせるために急速に減
衰される。交差における約５％未満の深さ変動に寄与し、且つ２０μｍの端壁遷移域を前
提とするように端壁の傾きを制御するために、１μｍの位置決め精度（タイミングとビー
ムポジショナの位置決めとの両方のため）が用いられる。約１ｍ／ｓで加工する場合、こ
れは、約１μｓ未満のタイミング精度を用いる。
【０１９４】
　交差部を加工する１つの手法は、一定の速度で交差部を通過し（位置決めシステムへの
外乱を最小にするために）、且つ正しい位置で遷移するように線量の立下りの時間を合わ
せるようにビームポジショナを走らせることである。待ち時間の影響は、遷移位置を（待
ち時間＊速度）だけシフトすることによって対処されてもよい。しかしこれは、速度のあ
らゆる変動（例えば、加工速度の増大）が転移点をシフトするという副作用を有する可能
性があるので危険な場合がある。したがって、ビームポジショナに対する線量制御のタイ
ミングを調整することによって待ち時間調整２２１６が作成される。
【０１９５】
　前進（ａｄｖａｎｃｅ）と遅滞（ｒｅｔａｒｄ）との両方の調整は、複数のコマンド更
新周期（Ｔｕｐｄａｔｅ）におけるビームポジショナ位置コマンドを遅延すること、及び
断片的な（ｆｒａｃｔｉｏｎａｌ）遅延時間に対する線量遅延パラメータを調整すること
によって行うことができる。断片的な遅延は、ＡＯＤサブシステムに伝送される前の線量
コマンドに対してＦＩＲフィルタによって実施することができる。更新周期よりも短い遅
延に対するフィルタの例は、
Ｄｏｕｔ［ｋ］＝（１－Ｃｄ）＊Ｄｃｍｄ［ｋ］＋Ｃｄ＊Ｄｃｍｄ［ｋ－１］
であり、式中、
Ｄｏｕｔ＝ＡＯＤサブシステムへの待ち時間により補正された線量コマンド、
Ｄｃｍｄ＝コマンド・ストリームからの線量コマンド、
ｋ＝時係数、
Ｃｄ＝遅延係数＝遅延／Ｔｕｐｄａｔｅ。
【０１９６】
　以下の表は、一実施形態に係るＡＯＤ更新計算に用いられる例示的なパラメータ及びデ
ータテーブルをまとめたものである。
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【表１】

【０１９７】
　ＸＩＶ．例示的な交差部加工の実施形態
【０１９８】
　（ａ）序文
【０１９９】
　このセクションは、レーザ加工の間に交差する機能部を作製するための手法を概説する
。このタイプの加工は、機能的なレーザ加工システムを作製する一助となり、且つシステ
ム設計における課題となる場合がある。
【０２００】
　或る実施形態に係るアブレートされる機能部の交差部加工の課題は、約±１０％の深さ
変動の所望の制御に起因する。深さ制御の許容誤差の理由は、降伏電圧（トレースから下
にある接地平面までの）、リーク、及びインピーダンス変動を含む。
【０２０１】
　（ｂ）基本手法
【０２０２】
　アブレートされる機能部の深さは、累積レーザ・フルエンスとほぼ線形である。したが
って、交差部の二重露光は、結果として約１００％深さ変動をもたらす場合がある。これ
を回避するために、交差部は、交差点で「突き合わせ」トレンチの切削を終えることによ
って作製される。この手法を用いる深さ変動は、位置及び振幅変調を通じて修正すること
ができる加工ビームの形状に依存する。
【０２０３】
　（ｂ－ｉ）ガウスビーム
【０２０４】
　システムは、深さ変動を最小にする最適な重なり点で終わるように、交差する機能部を
切削してもよい。しかしながら、ガウスビームの累積フルエンスは、これを難しいものに
する場合がある。図２３は、交差部が加工される前の公称トレンチと突き合わされるトレ
ンチとを例示する。図２４は、図２３に示された突き合わされるトレンチ軸に沿った断面
を例示する。突き合わされるトレンチの端部の傾きは、公称トレンチの傾きよりも断面に
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おいて小さいことに注意されたい。これは、突き合わされるトレンチの頭部における累積
フルエンスに起因する場合がある。傾きの不整合により、完璧な交差を作製することがで
きない場合がある。図２５及び図２６は、約±１０％の深さ変動を有する最適な交差部の
結果を例示する。交差は、位置変化に対する許容誤差がないことを可能にする。
【０２０５】
　（ｂ－ｉｉ）ディザリングされたビーム
【０２０６】
　加工ビームがディザリングされないとき、結果として得られたトレンチの傾きは、（一
定の）ガウススポット直径によって決定される。トレンチ軸に対して法線方向の加工ビー
ムをディザリングすることによって、突き合わされる傾きと公称傾きがほとんど等しくな
り且つ勾配よりゆるやかになるように、側部の傾きを修正することができる（図２７及び
図２８参照）。最適な交差点において、深さ変動は約２％未満である（図２９及び図３０
参照）。しかしながら、位置決め誤差に対する感度は、依然として容認できない場合があ
り、例えば、１μｍの位置誤差は、１０％よりも大きい深さ変動をもたらす場合がある。
【０２０７】
　（ｂ－ｉｉｉ）傾きのシェイピング
【０２０８】
　ディザリングされたビームは、ディザリングが交差する加工ビームの傾きを減少させる
ので、交差を改善する。しかしながら、これらの傾きは、ビームパワーを一定に保ちなが
らビーム位置をディザリングすることによってほんの控えめに減少される場合がある。ト
レンチの傾きの付加的な制御は、「公称」トレンチに対して（その側壁の傾きを制御する
ために）ディザリングされたビームのパワーをディザ位置の関数として変調することによ
って、及び／又は突き合わされるトレンチが交差部に接近するのに伴って（端壁の傾きを
制御するために）ビームのパワーを変調することによって提供することができる。
【０２０９】
　Ｅｂｐの交差位置決め誤差許容誤差、及びΔの許容できる相対的な深さ変動を仮定する
と、傾き遷移域の幅は、Ｗｓ＝Ｅｂｐ／Δによって与えられる。例えば、Ｅｂｐ＝１μｍ
及びΔ＝０．０５（５％）では、Ｗｓ＝２０μｍである。
【０２１０】
　制御された傾きをもたらす簡単な方法は、（公称トレンチに対するディザ変調、及び突
き合わされるトレンチ上の位置に依存する変調を用いて）遷移域にわたって０から１まで
の直線ランプを伴うＯＤ減衰をプロファイルすることである。結果として得られた累積フ
ルエンスは、振幅変調とビーム・プロファイルとの重畳である。ビーム直径に等しい減衰
曲線の「フラット・トップ」部分は、遷移の傾きを反対の傾きによって影響されないよう
に保つ。
【０２１１】
　図３１は、遷移の傾き上で２０μｍの幅の、公称トレンチと突き合わされるトレンチと
の対を例示する。図３２は、交差前のトレンチの断面を例示する。この場合、公称トレン
チの１つのみの壁が傾けられ、一方、突き合わされるトレンチのプロファイルはシェイピ
ングされない。シェイピングは、スループットの影響を最小にするために望ましい場合が
ある。シェイピングは、減衰を通じて実施される場合があり、したがって有効レーザパワ
ーとスループットを減少させる場合がある。公称トレンチと突き合わされるトレンチが異
なるディザパターンで形成される事例では、２つのトレンチに適用される有効線量（Ｊ／
ｍ）は、トレンチ深さを正規化するために調整される。
【０２１２】
　図３３は、最適な位置決めにより完成した交差部を例示し、一方、図３４は、最適な位
置における、±１μｍの許容誤差を伴う、結果として得られた深さ変動を例示する。予想
通りに、２０μｍの幅遷移は、約±１μｍの位置決め誤差を与える約±５％の深さ変動を
生じる。
【０２１３】
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　（ｂ－ｉｖ）十字交差
【０２１４】
　前の例は、より広いトレンチ寸法を犠牲にして交差部深さにわたって良好な制御を提供
した。これは、ＡＯＤに伴う事例である場合がある、ディザ機構の移動範囲が制約される
場合に問題となる可能性がある。ディザ移動範囲を縮小させる代替的手法は、突き合わさ
れたトレンチではなく十字のトレンチをもつ交差部を加工することである。各トレンチは
、交差部に対称的な「切り欠き部」を備えるように加工される。公称トレンチ深さの半分
に等しい切り欠き部深さでは、側部の傾きは、同じトレンチ幅に対する勾配の半分とする
ことができる。したがって、同じディザ幅に対して、十字手法は、位置決め誤差に対する
敏感さが突き合わせ手法の半分である。
【０２１５】
　十字交差は、或る実施形態に係る「Ｔ」字交差部の一方の側に短いスタブを生成するが
、スタブの短い長さ（数ミクロンの）は、最小限のインピーダンス効果を引き起こす可能
性がある。逆に、この手法は、２つの交差するトレンチに対して同一の加工を用いること
を可能にし、且つ十字（「Ｔ」字ではない）交差の加工を簡単化する。
【０２１６】
　図３５、図３６、図３７、及び図３８は、或る実施形態に係る切り欠き部を用いる十字
交差の特性を例示する。前の例の半分のディザ幅を用いながら同じ位置許容誤差が達成さ
れる。
【０２１７】
　図３９は、交差部に小さいスタブ（数ミクロンの長さ）を生じるＴ字交差の一実施形態
を例示する。上記で説明されたように、図３９に示された実施形態は、交差部におけるノ
ッチを用いて生み出されてもよい。結果として得られたスタブは、結果として得られたト
レンチが電気伝導のためにめっきされるときにインピーダンスに対してほとんど変化を引
き起こさない又は引き起こさない可能性がある。
【０２１８】
　（ｃ）加工パラメータの定義
【０２１９】
　或る実施形態に係る交差部を適正に加工するために、位置ディザリング、振幅ディザリ
ング、及びパワー制御のためのパラメータが定義される。これらのパラメータは、公称ガ
ウススポットサイズ、トレンチ深さ、トレンチ幅、及び加工速度のような用途の種々の特
性に依存する。上記で説明された例示的なアーキテクチャにおいて、高速振幅及び位置デ
ィザパラメータは、ＦＰＧＡ参照テーブルを用いて生成される。或る実施形態に係る同じ
ディザパラメータによるすべての交差部の作製は、多数のディザ・テーブルによる過度の
複雑さを回避する。これは、交差部のために用いられる同じディザパラメータが、容認可
能な場合がある広いトレンチを生成するために適用されることを示唆する。別の実施形態
は、異なる機能部タイプに対する複数のディザ・テーブルをロードすることを含む。
【０２２０】
　交差部を加工するために、以下のステップ、すなわち、速度を交差のために所望される
速度に（例えば、精度、コマンド更新速度、及び他の加工因子に基づいて）変化させるス
テップと、幅（ディザ位置）及び線量（深さを維持するために）を変化させるステップと
、断面形状（ディザ振幅）及び線量（要求される場合、深さを維持するために）を変化さ
せるステップと、線量（交差部の傾きを生じる）を減少させるステップと、幾らかの距離
にわたって線量を公称の半分に維持するステップ（これは任意選択であってもよい）と、
線量（反対側の交差部の傾きを生じる）を増加させるステップと、断面形状（ディザ振幅
）と線量（要求される場合、深さを維持するために）を変化させるステップと、幅（ディ
ザ位置）及び線量（深さを維持するために）を変化させるステップと、速度を公称に戻る
ように変化させるステップと、のうちの少なくとも幾つかに従う場合がある。
【０２２１】
　或る実施形態において、ステップは、深さ制御に影響を及ぼす可能性がある相互作用を
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回避するために、順次に及び個別に完了してもよい（例えば、幅と速度変化とを組み合わ
せるときに非線形のパワー制御が用いられてもよい）。
【０２２２】
　図４０の図は、一実施形態に係る交差部における線量及び形状の制御の動的挙動を例示
する。
【０２２３】
　基礎をなす本発明の原理から逸脱することなく上記で説明された実施形態の詳細に多く
の変化が加えられてもよいことが当業者によって理解されるであろう。本発明の範囲は、
したがって、以下の請求項によってのみ定められるものである。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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